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１．「命の教育プロジェクト」について
  北海道教育大学教職大学院では組織的研究として 2016(H28) 年度から「命の教育プロジェクト」を

展開してきました。このプロジェクトでは、1) 人間形成と成長の基盤となる「心を育てる読書教育 ( 視

聴覚も含む )」、2) 日々の悩みや人間関係の軋轢等から自身を解放する「ストレスマネジメント教育」、

3) 苦難やストレスに耐え立ち向かう「レジリエンス教育」、4) 健康被害を避け、体づくりや健康を促

進する「健康教育」( 健康増進、薬物乱用防止、禁煙・受動喫煙防止等 )、5) 危険から身を守る「安全

教育」( 防災・防犯、交通安全等 )、6) 自殺者を一人でも減少させる人間関係や社会基盤づくりを推進

する「自殺総合対策」(SOS の出し方・気づき方、生きることへの包括的支援等 ) の６つの内容を柱とし、

教職大学院の教育研究活動や教員免許更新講習等に組み込んでいます。

　本プロジェクトは、子どもたちの自尊感情の低さ、他者への思いやりや倫理観の欠如、いじめ、虐

待や DV、自殺など、命に関わる問題が社会基盤を揺るがす大きな問題ともなっている現状を改善す

るために開始しました。当プロジェクトでは、特に学校教育に焦点化し、児童生徒や学生が生きやす

い教育環境や社会環境を醸成し、命を大切にし、生きることへの志向性を促進する教育実践研究を目

的としており、この目的達成のために、まずは、学校や教師が自らの教育行為や在り方を問い正す自

省作用 ( 自己組織性 ) を重視しています。つまり、学校現場が児童生徒や学生の人権を侵害し、いじ

めや自殺の起因となってはいないかどうか、自らを問い正すところから出発しています。

　本院では、命の教育プロジェクトを推進するに当たり、6)「自殺総合対策」については、特に、自

殺総合対策推進センター ( センター長・本橋豊氏 ) と連携し、厚生労働科学研究費補助金 ( 代表本橋氏「地

域の実情に応じた自殺対策推進のための包括的支援モデルの構築と展開方策に関する研究」< 平成 29

－ 31 年度 >) の研究に参加し、分担研究「教育現場での自殺対策の推進―命の教育プロジェクトの実

践―」を展開しています。

　特に、2018 年度は、教育研究実践の主な活動として、「SOS の出し方・気づき方」に関する教育・

啓発活動、そして WEB 上で学習できる「命の教育 Yes/No カード学習」、「命の教育に関する韓国訪

問調査」(2019 年 2 月 26 日－ 3 月 1 日 ) を実施してきました。

　本書では、特に、今年度の主要な行事であった「命の教育シンポジウム 2019 － SOS の出し方・気

づき方－」並びに「命の教育に関する韓国訪問調査」について、報告したいと思います。

　なお、本プロジェクトは、下記のホームページについて随時、その活動や成果を公開していますので、

ご覧頂ければと思います。

      命の教育プロジェクトホームページ ( 北海道教育大学教職大学院の取組 ) 

　　　  http://www.ido-labo.com/edu4life/

総合司会　小野寺基史教授
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２．「命の教育シンポジウム 2019」開催報告

(1) 学長挨拶　( 学長　蛇穴治夫、代読  理事・副学長　阿部修 )
　ただいまご紹介いただきました北海道教育大学教育担当理事の阿部と申します。よろしくお願いし

ます。

　今ご紹介ありましたように、学長は参加する予定だったんですけれども所用により欠席ということ

になりますので私が代理で出席させていただいております。学長からも参加できなくて誠に申し訳あ

りませんと言い付かってきております。それにあわせまして本日のシンポジウム開催にあたりまして、

あいさつ文を預かってきておりますので、代読させていただきます。

　本日はお忙しい中お集まりくださり大変ありがとうございます。また、日頃より本学教職大学院で

さまざまな面で多大なるご協力、ご支援をいただいておりますこと心からお礼申し上げます。

　さて、本学教職大学院では組織的研究として 2016 年度から命の教育プロジェクトを展開してきま

した。このプロジェクトでは一つ目に人間形成と成長の基盤となる心を育てる読書教育、二つ目に日々

の悩みや人間関係のあつれきから自身を解放するストレスマネジメント教育、三つ目に苦難やストレ

スに立ち向かうレジリエンス教育、四つ目に健康被害を避け身体作りや健康を促進する健康教育、こ

れには薬物乱用防止や禁煙、受動喫煙防止等も含んでおります。それから五つ目は危険から身を守る

安全教育。そして六つ目に自殺者を 1 人でも減少させるために人間関係や社会基盤作りを推進する自

殺総合対策。これには SOS の出し方、気付き方や生きることへの国家整備支援等の対策が含まれてお

ります。

　命の教育として今、述べました六つを柱と考え、教職大学院の教育研究活動や教員免許状更新講習

との内容に組み込んでいます。このプロジェクトの背景には、子どもたちの自尊感情の低さ、他者へ

の思いやりや倫理観の欠如、いじめ、虐待や DV、自殺など命にかかわるさまざまな問題があり、そ

れが社会基盤を揺るがすことにつながっているのではないかという危機感はありました。私たちの力

でなんとか改善していきたいという強い思いがありました。そこで大学院が行うプロジェクトという

ことから、特に学校と大学教育に焦点化し、児童生徒や学生が何があっても生きるという選択ができ

るような教育環境や社会環境を調整することにつながる教育実践研究であることを目指しました。そ

のためにまずは学校大学の現場が児童生徒や学生の人権を侵害することでいじめや自殺を誘発してい

ないかどうか、自らを問いただすところから出発するものとなっております。

　ところで先ほど述べました、六つの柱の 6 番目は自殺総合対策というものでした。この項目につき

阿部修 北海道教育大学理事・副学長蛇穴治夫 蛇穴治夫　北海道教育大学学長
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ましては、本橋豊が代表を務める、厚生労働科学研究費補助金による共同研究の中で分担研究という

形で展開しています。研究テーマを教育現場での自殺対策の推進、命の教育プロジェクトの実践とし

て 2018 年度は SOS の出し方・気付き方に関する教育、啓発活動そしてウェブ上で学習できる命の教

育イエスノーカード学習、命の教育に関する韓国訪問調査を実施してきました。そして本日命の教育

シンポジウム 2019、SOS の出し方、気付き方を開催するに至ったという次第です。

　本シンポジウムでは副題に掲げた SOS の出し方・気付き方に焦点をあて、児童生徒や若者が苦しい

ときや困難なとき心の折れそうなときに、保護者や教師、友達、信頼できる大人に SOS を発信できる

方法を伝え、併せて私たちはその発信された SOS に気付くことのできる方法について考え、議論する

ことを狙いとしています。実践公告では川俣智路准教授、梅村武仁特任教授、井門正美教職大学役員

長による出前授業、SOS の出し方を学ぼうを、講演 1 では安川禎亮教授から SOS の気付き方とストレ

スマネジメントについて話題を提供いたします。

　シンポジウムでは学校と教師は子どもや若者に対する命の教育にどう取り組めばよいのかという

テーマで、北海道教育長から荒瀬匡宗主任指導主事、札幌市教育委員会からは津田政明児童生徒担当

係長にお越しいただき、本学の教員も交えて教育行政や研究の立場からディスカッションしていただ

きます。

　講演 2 では、自殺総合対策センターの本橋豊センター長から、子ども若者に対する生きることへの

フォーカス的支援、その最前線についてお話しいただきます。その後、おのおの参加者を交えた議論

の時間も設けております。

　本日のシンポジウムにおいて、児童生徒若者の命を守り、彼らの健やかな成長のために私たちがで

きることは何か、何をすればよいのか考え議論し喫緊の課題についての解決に糸口を見いだし具体的

方策を示すきっかけとなることを願いまして私からの開会のごあいさつといたします。
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(2) 趣旨説明

　本シンポジウムでは、「SOS の出し方・気づき方」に焦点を当て、児童生徒や若者が苦しい時や困

難な時、心が折れそうな時に保護者や教師、友だち、信頼できる大人に「SOS を発信できる」方法を

伝え、併せて、児童生徒や若者、そして私たち大人がその「発信された SOS に気づく」ことのできる

方法について考え議論することをねらいとしています。

　実践報告では「SOS の出し方を学ぼう」の出前授業、講演１で「SOS の気づき方とストレスマネジ

メント」について話題を提供します。シンポジウムでは「学校と教師は、子どもや若者に対する命の

教育にどう取り組めばよいのか」というテーマについて、教育行政や研究の立場から発表していただ

きます。講演２では、ナショナルセンターの立場から「子ども・若者に対する生きることへの包括的

支援－その最前線－」についてお話しいただきます。

　各々、参加者を交えた議論の時間も設けていますので、児童生徒、若者の命を守り、彼らの健やか

な成長のために、私たちが出来ることは何か、何をすれば良いのか考え議論し、喫緊の課題について

の解決の糸口を見いだし、具体的方策を示すことができればと思います。

井門正美　教職大学院長



「命の教育シンポジウム2019」
－SOSの出し方・気づき方－

井門正美(北海道教育大学教職大学院教授・院長)

年３月６日 札幌市男女共同参画センター エルプラザ ３階大ホール

趣旨説明

１．はじめに

今日、学校関係者の様々な努力にもかかわらず、児童生徒の自尊感
情の低さ、他者への思いやりや倫理観の欠如が問題視されています。い
じめ、虐待、自殺など、命に関わる問題が社会基盤を揺るがす大きな問
題となっています。こうした状況に鑑み、北海道教育大学教職大学院で
は、2016年度より「命の教育プロジェクト」を開始しました。北海道教育大
学では，本プロジェクト以前にも「いのちを大切にする教育」(2012年度
～)を推進してきましたが、新プロジェクトでは、教職大学院としての組織
的教育実践研究として取り組んでおり、特に自殺総合対策推進センター
(本橋豊センター長)、北海道教育委員会、札幌市教育委員会や各地の
教育委員会との連携・強力により、子どもや若者の健やかな成長のため
の教育実践と研究を推進しています。



２．命の教育プロジェクトの６つの柱
本プロジェクトでは、上記目標を達成するために、主要な教育実践研究につい

て、現在、次のように６つの柱を設定し取り組んでいます。

①人間形成と成長の基盤となる教育として，「心を育てる読書教育」
②日々の悩みや人間関係の軋轢等から自身を解放する「ストレスマネジメント教
育」

③苦難やストレスに耐え立ち向かう「レジリエンス教育」
④保健衛生に留意し健康被害を避け，体づくりや健康を促進する「健康教育」
⑤危険から身を守る「安全教育」
⑥自殺者を一人でも減少させる人間関係や社会基盤づくりを推進する「自殺総
合対策」

以上を、教職大学院講や教員免許状更新講習等、本院の教育研究活動に組
み込んでいます。

３．2018年度の主要実践と行事・事業等

(1) 「SOSの出し方・気づき方」に関する実践－「SOSの出し方を学ぼう」－
現在、若者の自殺総合対策の重要な教育として、厚生労働省と文部科

学省は「SOSの出し方に関する教育」を掲げ推進しています。

(2) 「命の教育Yes/Noカード学習」－ホームページ上－
６つの柱に当たる内容「ストレスマネジメント教育」「レジリエンス教育」

「健康教育」「安全教育」「SOSの出し方・気づき方」「自殺総合対策」をクイ
ズにして、現在70問を作成して公開しています。

(3)「命の教育」に関する韓国調査<同年2月26日～3月1日>
韓国健康推進開発院、韓国青少年自殺予防協会、生命尊重協議会、
韓国翰林大学死生学研究所を訪問調査しました。



(4)「命の教育シンポジウム2019－SOSの出し
方・気づき方－」(本日)
児童・生徒・若者が困った時や苦しい
時に「SOSを発信」できること、また周囲
の人がそれを素速く気づくことができる
ようにすることを目標として開催します。

(5)「命の教育プロジェクト」ホームページでの成果公開
本プロジェクトの実践や行事・事業等については、随時、成果の
公開をホームページで行っています。



皆様と、命に関わる喫緊の課題について議論し、
今回のシンポジウムを通して、ここにお集まりの
皆様と、命に関わる喫緊の課題について議論し、
問題解決の糸口や方策を見いだしたいと思い
ます。どうぞよろしくお願いいたします。
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(3) 実践報告「SOS の出し方を学ぼう」
井門正美 ( 北海道教育大学教職大学院教授・教職大学院長 )

梅村武仁 ( 北海道教育大学教職大学院・特任教授 )

川俣先生 ( 北海道教育大学教職大学院・准教授 )  ＊発表者代表



SOSの出し方を学ぼう
「SOSの出し方教育」の授業実践の開発と検討

井門正美，梅村武仁，川俣智路
（北海道教育大学）

問 題

自殺者数の増減率は、他の年代が減少してい
るのに対し、19歳以下の年代のみ減少が認め
られない

自殺予防プログラムは実施率が低い(1.8%)
教員の不安感、保護者の了承



研 究 目 的

本研究の目的は、「SOSの出し方に関する教
育」の授業実践を開発・実践し、その効果に
ついて質的、量的に検討することである。

学校現場で実施することが可能な「SOSの出
し方に関する教育」の授業実践について検討
したい。

研 究 方 法

１コマの授業実践を作成

自尊感情に働きかけるワーク
•近藤(2013)、望月(2014)を参考に作成

SOSの出し方のワーク
•東京都足立区の取り組みを参考に作成



授業実践の意図

限られた時間の中で狙いとして「SOSの出し
方」を学んでもらうことを目的とする

１時間のプログラムで自尊感情の向上は難し
いが、SOSの出し方の重要性を理解してもら
うためにも、自己と他者の存在の意味につい
て考えてもらうワークを実施している

自尊感情に働きかけるワーク

「共有体験」振り返りワーク(望月、2014)

体験と感情を共有することで形
成されていく無条件の感情であ
る基本的自尊感情を育むために
は、他人と感情や経験を共有す
る「共有体験」が重要である
(近藤、2013)
教材：DVD「つみきのいえ」



SOSの出し方ワーク

夏目(2008)のストレス点
数を参考に、身近にある
ストレスについて考えて
みる
足立区の中学校での思春
期の特別授業を参考に信
頼できる大人への相談を
促す

授業の流れ
1. プレアンケート（５分）

自己肯定感を測る質問紙、SOSの出し方に関する知識を測る質問

2. イントロダクション（5分）

3. 共有体験を振り返るワーク（２０分）
「つみきのいえ」を一部視聴

4. メンタルヘルスとその対処（１５分）
ワーク：人は誰でも落ち込む(資料：出来事のストレス評価)
落ち込んだとき、落ち込んだ人を見たときどうするか？

5. ポストアンケート（５分）
自己肯定感を測る質問紙• SOSの出し方に関する知識を測る質問



梅村先生の説明

映画の内容説明



「共有体験」のシェアと説明

SOSの出し方を伝える



保健師さんの発言

連絡先などの啓発・確認



効果検証のためのアンケート
近藤(2013)が開発した自尊感情の測定尺度「そばセット SOBA-SET (近
藤,2013) 」を授業前後に実施
社会的自尊感情(SOSE)と基本的自尊感情(BASE)を測定する尺度

心理教育が定着したかを確認するために3つの質問
質問19：誰でもこころの調子が悪くなる可能性があると思います

質問20：こころの調子が悪くなっても、助けを求めることができれば
回復することができると思います

質問21(A)：まわりの人の調子が悪くなったとき、自分にできることは
あまりないと思います（B中学校）
質問21(B)：こころの調子が悪くなったとき、学校にいる大人はもちろ
ん，保健師さんなど地域の信頼できる大人に相談することも有効だと思
います（C中学校、D中学校）

調査協力者
調査協力者
Ａ市の市立Ｂ中学校の１学年127名
C中学校の２学年113名
D中学校２学年33名
•なおD中学校の実践時には地域の保健師
に出席を依頼し、保健師が授業実践の中
で簡単に相談先の紹介を実施した。

•なおその後E中学校（120名)でも実施
（現在分析中）



結果：自尊感情の比較

SOSE社会的自尊感情 (n.s)
実施前15.02点(N=211)
実施後15.06点(N=232)

基本的自尊感情BASE (n.s)
実施前19.99点(N=218)
実施後20.25点(N=233)

結果：SOSの出し方の定着度

誰でもこころの調子が悪くな
る可能性があると思います

実践後に「とてもそう思う」
が増加したものの、有意な差
は見られなかった（χ2 (3, 
N=456)= 3.03, n.s. ）



結果：SOSの出し方の定着度

こころの調子が悪くなっても、
助けを求めることができれば回
復することができると思います

実践後に「とてもそう思う」と
答えた生徒が1％水準で有意に
増加していた（χ2 (3, 
N=458)=16.48, p<.01 ）

結果：SOSの出し方の定着度
こころの調子が悪くなったとき
学校にいる大人はもちろん、保
健師さんなど地域の信頼できる
大人に相談することも有効だ

「とてもそう思う」と答えた生
徒が増加しており、10％水準で
有意な増加傾向が見られた（χ2 
(3, N=238)=6.32, p<.10 ）



生徒の感想
「今日の講座で新しく学んだこと、印象に残ったことが
あったら教えてください」

「辛いときもまわりの人に相談すれば、少し心がかる
くなることを知った」
「命は大切だと知った」
「何かあったら相談することが大切だと思った」
「今日の講座でSOSの時の対処方法とかがわかったの
で良かったです。」
「そうだんできるところがあんなにあるとはおもわた
かった」
「学校の先生以外に保健師さんという人がいることを
初めて知った」
「保健師さんに相談できることを知った」

考察・まとめ・今後の課題

「ＳＯＳの出し方教育」の授業実践について、
直接的に自己肯定感を高める機能は確認され
なかったものの、授業実践により生徒がＳＯ
Ｓの出し方についての理解度が向上すること
が示唆された。また、地域の支援に関わる役
割の人間が参加することにより、よりその理
解が具体的になりよい影響があることも推測
された。
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(4)「SOS の気づき方とストレスマネジメント」



1

北海道教育大学教職大学院

安川禎亮

Ⅰ 自殺の現状



2

小中高等学校の自殺者数の推移

自殺率･主要先進国との比較



3

年齢別死因（平成25年人口動態統計）



4

自殺予防教育の実施に向けて
（北海道教育委員会平成29年3月）

Ⅱ SOSの気づき方



5

早期の問題認識

子どもたちのSOSに気づき耳を傾ける実践研修
（北海道保健福祉部平成25年から３年）

き 気づいて

よ よく聴き

う 受け止めて

し 信頼できる大人に

つ つなげよう
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追い詰められた気持ち

「ひどい孤立感」
「無価値観」

「苦しみが永遠に続くという思い込み」
「心理的視野狭窄」
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子どもの死生観

・死んだ人は生き返る ー１５．５％

（佐世保小事件 県教委調査 2005

小4・小6・中2 3611人）

・人とは死んだら生き返らないー６０％

（近畿圏中学校3年）

「自己の経験や共感に基づく死のイメージが希
薄」

河合隼雄 「影の現象学」 1976

子どもから死を遠ざけるのではなく、死について
豊かなイメージを育てることによって現実の死を
防ぐことができる

在宅死亡率

82.5％(1951) → 12.4％(2011)

在宅出生率

95.4％（1950） → 0.2％(2011)
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Ⅲ ストレスマネジメント

ストレス

ストレッサーとストレス反応

・ストレッサー

ストレスの原因となる出来事や事柄

心理社会的ストレッサー

（ライフイベント･デイリーハッスル）

ストレスマネジメント
恐れ、悲しみ、不安、抑鬱、つらさ、苦しさ、寂しさ

怒り （ネガティブな感情）すべてを対象
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ライフイベントストレス

配偶者の死 100

離婚 73

夫婦の別居 65

服役 63

近親者の死 63

けがや病気 53

結婚 50

失業 47

夫婦の調停 45

退職 45

家族の健康状態の悪化 44

妊娠 40

性的困難 39

新たな家族の増加 39

労働条件の変化 20

転校・転居 20

少額のローン 17

長期休暇 13

些細な法律違反 11

レクリエーションの変化 19

教会活動の変化 19

社会活動の変化 18

睡眠週間の変化 16

団らんする家族数の変化 15

食習慣の変化 15

長期休暇 13

クリスマス 12

些細な法律違反 11

仕事上の再適応 39
経済状態の悪化 38
親しい友人の死 37
転職 36
夫婦の口論回数の増加 35
多額のローン 31
担保、貸付金の損失 30
仕事上の責任の変化 29
親戚とのトラブル 29
個人的な成功 28
親の就職や退職 26
就学・卒業 26
生活条件の変化 25
個人的習慣の変更 24

上司とのトラブル 23

（ Holmes & Rahe, 1967 ）

デイリーハッスル （Lazalus&Folkman , 19８９ ）

「日常生活の些細なことにより、常に長期間繰り
返され、かつ意識されないうちに経験されるスト
レス」

・妻（夫）がいちいち嫌味を言う
・子どもに何度注意をしても、守ってくれない
・上司の話し方、注意の仕方がムカつく
・夫（妻）が話をちゃんと聞いてくれない
・隣の家の騒音が気になる
・会社までの通勤距離が長すぎる
・片づけても片づけても、家族が部屋を汚す
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潜在的
ストレッサー

認知的評価
第１次的評価

“脅威的・嫌悪的か？”
第２次的評価

“何とかできるか？”

情動的反応
抑うつ・不安

イライラ・不機嫌
怒り

コーピング
問題焦点型
情動焦点型

心理的
自信喪失
思考力低下
無気力

行動的反応
ひきこもり
攻撃的行動

身体的
呼吸が速くなる
胃が痛くなる

精神的疾患
身体的疾患

心理社会的ストレスモデル

ストレッサー ストレス反応 ストレス障害

試験
試合
人間関係
けが
事故

心

体

行動

どきどき
イライラ

腹痛・頭痛
脈が速くなる

モノに当たる

精神的障害
身体的疾患



11

ストレスをコントロールする工夫

コーピング「ストレス対処」

望ましい対処 やり過ぎてはダメ やってはダメ

音楽を聴く
体を動かす
練習する
日記を書く

TVゲーム
買い物

いじめ
暴力
物を壊す
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ストレッサー

辛い出来事
悲しい出来事
緊張すること

嫌だなあ
なぜ私が？
腹立つなあ

他の人は良いよね
ちゃんとできるかな

情動的反応
（ストレス反応）

抑うつ・不安
イライラ・不機嫌

怒り

コーピングⅠ

体への働きかけ
深呼吸
肩上げ

漸進性弛緩

コーピングⅡ

認知の仕方

楽観思考
・ずっと続かな
いさ

・限定的
・この状況だか
ら仕方ない

ソーシャルサポート
・誰かに相談

リラックス法（体に働きかける）

眠りのため

①漸進性弛緩法

②イメージ呼吸法

落ち着くため

③肩のイメージ動作法

④イメージ呼吸法

伝統的対処

⑤自律訓練法

ソーシャルサポートとリラックス法

⑥ペア・リラクセーション
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呼吸法

腹式呼吸
胸式呼吸 300ｃｃ～500ｃｃ

7倍の空気量

セロトニン

手順
ゆったりと座る。

軽く目を閉じる。

鼻から吸って口から吐く

1.2.3で吸う。4で止める。5.6.7.8.9.10で吐く。

夜バージョン

吐く時に体の中の疲れやイライラも出ていくイメージを。

朝バージョン

プラスのメッセージを自分に送る。「今日も楽しく過ごせる。自分は大丈夫」

漸進性弛緩法

手順
・腕も足も15度くらい開いて、仰向けに寝る。

・右腕から力を入れる。「右手首をたててください（10秒程）。ストーンと抜く。

・10秒ほど体のゆるみを感じる」

・左腕 右腕と一緒 ・右足 ・左足

・上半身 「両肩を耳の方に持ち上げましょう。持ち上がったらそこで胸を張
ってください。これで上半身に力が入りました（10秒ほど）。ストーンと抜く。

・10秒ほど体のゆるみを感じる

・腰 「お尻をしっかり絞りましょう。これで腰に力が入りました（10秒ほど）。ス
トーンと抜く。10秒ほど体のゆるみを感じる

・顔 「両瞼をしっかり閉じましょう。そして、奥歯をかみしめましょう。これで顔
に力が入りました（10秒ほど）。ストーンと抜く。10秒ほど体のゆるみを感じる

・「各部位の力の入れ方がわかったところで、今度は順番に全身に力を入れ
ていきます。」
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肩の動作法
(ペアリラクセーション)

手順
・その場でリラックスする姿勢をとる。

・構えの姿勢

背もたれから背をはずす。足は90度。手は横にだらんと。

頭の先からお尻にかけて一本のしなやかな軸を通す

・手の温みを

ペアになり、前の人は構えの姿勢をとり、後ろの人はすぐ後ろに立ってくだ
さい。後ろに人は前の人にプラスのメッセージを送りながら、そっと肩に手を
置いてください。

・役割交替

手を置かれた時の肩の感じを話し合う。

第① ゆっくり両肩を耳に付ける。 第② 後ろの人が声かけをする。

第③ 後ろの人が肩に手を置く。 第④ お任せ脱力

自律訓練法

自律訓練法とは

・自律神経の働きのバランスを回復させる治療法

・体から心に働きかけて、体と心の緊張を低下させる

・シュルツ（ドイツの精神科医）

効用

・蓄積された疲労の回復

・イライラせず、おだやかになる

・自己統制力が増し、衝動的行動が少なくなる

・仕事や勉強の能率が上がる

・身体的な痛みや精神的な苦痛が緩和される

・内省力がつき、自己向上性が増す
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交感神経と副交感神経

１ 交感神経＝昼の神経

昼間、活動的なときに活躍

エネルギッシュな状態

２ 副交感神経＝夜の神経

体を緊張から解きほぐし、休息させるよう

に働く。

＜EX.＞

・森の中で熊に出会ったら、人前での発表

瞳孔 全身の肌 手 全身の筋肉

血圧 口の中 心臓

Ⅳ 聴くということ
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・まずは、耳を傾けひたすら聴く

・話を促す「問ぃ」も効果的（気づきが得られます。）
「なぜ」「どうして」のような問い詰める質問は要注
意！

「どんな風につらいの？」 「どんな時に苦しくなるの
？「どんな風につらいの？」 「どんな時に苦しくなる
の？」

あわてない

相手のペースを大切に

教えてもらう気持ちで（「そうだったのか !（新
たな発見があるはず）

「話を聴いてもらえると」）

・自分の心に閉じ込めていては、自分の考えていること
は整理されません。人に伝えて、その人が傾聴してくれ
ることで、語っている自らの言葉に耳を傾け ることができ
ます。（鏡を見て自分の姿を確かめるように、相手から返
ってくる 反応で、自分自身の考えが明確になります。）

・つらいことを話すことで、こころが安定し気持ちがすっき
りします。

・自分が大切にされているという経験により、自分自身の
存在感を感じ自信を回復することができます。

・一緒に考えてもらえると、その人に親しみを感じます。

・解決へと一歩踏み出せます。
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言葉の向こうにあるものの理解

• 「一人がよい」という子どもに、友だちや信頼で
きる人を求める気持ちが潜んでいる。

• 「親は嫌い」という子どもに、親を求める気持ち
が潜んでいる。

• 「何もしたくない」という子どもに「何かしたい」
という思いが潜んでいる。

• 「自分はつまらない人間だ」という子どもに、「
自分はこれでよい」と思いたい気持ちが潜ん
でいる。

• 孤立と孤独が、子どもを追いつめる。孤立と孤
独には「人」が必要。 （青木省三）
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(5) シンポジウム
　「学校と教師は、子どもや若者に対する命の教育にどう取り組めばよいのか」

　　　　　　　　　　　　　　　　　

企画・司会　　井門正美 ( 北海道教育大学教職大学院教授・教職大学院長 )
シンポジスト　荒瀬匡宗 ( 北海道教育庁学校教育局参事 <生徒指導・学校安全 >主任指導主事 )
	 	 　津田政明 ( 札幌市教育委員会児童生徒担当課・児童生徒担当係長・指導主事 )
	 	 　稲葉浩一 ( 北海道教育大学教職大学院准教授 )
	 	 　川俣智路 ( 北海道教育大学教職大学院准教授 )
	 	 　安川禎亮 ( 北海道教育大学教職大学院教授 )
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①北海道教育委員会の取組－「自殺予防教育プログラム」－
　　荒瀬匡宗 ( 北海道教育庁学校教育局参事 <生徒指導・学校安全 >主任指導主事 )
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1 近年の自殺の現状

北海道教育委員会のこれまでの取組

１

自殺者数の推移（警察庁統計により作成）

近年、日本における自殺者の総数は減少傾向にあるものの、自殺した児童生徒数は高止
まりしている状況にあり、学校における自殺予防教育の更なる充実が求められています。

北海道教育委員会では、平成28年度から文部科学省の指定を受けて自殺予防教育の推
進に取り組み、平成30年3月に自殺予防のための学習指導計画（自殺予防教育プログラ
ム）や実践例をまとめた冊子「児童生徒の自殺を予防するためのプログラム」を作成しま
した。

自殺予防教育プログラムの活用を促進するため、これまでの取組やプログラムの概要
を、次のとおり取りまとめましたので、積極的に御活用ください。

自殺予防

教育プロ

グラム作

成検討会

意識調査（教職員対象）・アンケート調査

（生徒対象）の実施

冊子「児童生徒の自殺を予防する

ためのプログラム」

教職員向け資料「自殺予防教育の

実施に向けて（その１）」

自殺予

防教育

検討会

「プログラム」原案の実施・検証・改善：研

究指定校（中学校４校、高等学校８校）

「自殺予防教育プログラム」の実施・検証・

改善：研究指定校（中学校10校、高等学校

22校）

教職員向け資料「自殺予防教育

の実施に向けて（その２）」

（本資料）

平
成
28

年
度

平
成
29

年
度

平
成
30

年
度

道教委では、平成28年度から文部科学省の「自殺予防に対する効果的な取組に関する調査研究」の指定を
受け、自殺予防教育の推進に取り組んでいます。平成28年度は生徒や教職員に対する調査により課題を明ら
かにしました。平成29年度には研究指定校の取組に基づき、自殺予防教育プログラムを作成し、平成30年
度には研究指定校を増やして実施・検証するとともに、全道の学校での活用を促進しました。

２

日本における自殺者数は平成23年まで３万人を超えて推移していましたが、近年は減少傾向にあります。
しかし、19歳以下の年代では、増減を繰り返しており、平成29年は前年に比べ47人増加しています。この
ような実態から、若年層を対象とした自殺予防教育が必要であり、小・中・高等学校・特別支援学校等にお
ける取組の充実が求められています。
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1 自殺予防教育プログラムの概要３

自殺予防教育プログラムの目標

自殺予防教育プログラムでは、「Ａ：援助希求的態度の育成」「Ｂ：早期の問題認識（心の健康）」
「Ｃ：ストレス対処能力の育成」の３つの目標を設定しています。学校においては、これら３つの目標
を達成するために、学校の実情や児童生徒の実態に応じて取り組むことが重要です。

Ｂ：早期の問題認識（心の健康） Ｃ：ストレス対処能力の育成A：援助希求的態度の育成

自殺予防教育プログラム

A：援助希求的態度の育成

Ｂ：早期の問題認識（心の健康）

Ｃ：ストレス対処能力の育成

自殺予防教育プログラムでは、上記の３つの目標を達成するための取組として、９時間分の授業の
学習指導案を例示しています。学習指導案では、ペアやグループでの話合い、ロールプレイングや体
験発表、ワークシートによる振り返り等、児童生徒が自ら考え、発表する活動を取り入れ、コミュニ
ケーション能力や望ましい人間関係を構築する能力の向上を図るなど、自殺予防教育を行う上での下
地づくりも行います。



1 自殺予防教育プログラムの実践例

子ども理解支援ツール「ほっと」の活用

インターネットの適切な利用の指導と関連付けた取組

A中学校では、外部講師によるＳＮＳ講習会に合わせ、「Ｃ ストレス対処能力の育成」の「③ 自分
に置き換える」の指導案を参考に、具体的なＬＩＮＥトラブルで大きなストレスを抱える例を示し、そ
の原因について考えることで、ストレス対処能力を身に付ける活動を行いました。

入学間もない時期の集団づくりの活動と関連付けた取組

４

５

道教委では、児童生徒理解の充実を図るため、児童生徒のコミュニケーションスキルを測定する「子ども
理解支援ツール『ほっと』」を北海道医療大学と共同で開発し、活用を促進しています。

ver. 2018.1（高校版）

クラス情報 人数 アンケート実施 回答者

年 組 名 年 月 ▼選択

ⓘ新規データを入力します。クラス情報、アンケート実施日、回答者を入力後にボタンを押してください。

指定されたデータフォルダ

※旧ほっとのデータは新規データ入力から作成してください。

ⓘ入力済データが保存されているデータフォルダを読み込みます。

ⓘ学級全体の傾向や生徒の特徴を分析します。 ⓘ任意の群間差（性差など）を分析します。 ⓘ複数回実施したデータを分析します。

ⓘアンケート用紙を印刷します。

N:\H30生徒指導\06_事業\03_子ども理解支援ツール「ほっと」\00_児童理解支援ツール「ほっと」本体\サンプルデータ\１年２組

各学校では、自殺予防教育プログラムで例示された指導案やワークシートを参考に、学校の実情や児童生
徒の実態に応じて実施時期や指導方法を工夫しています。限られた時間の中で、より効果的な取組を行うた
めには、既に実施している行事や授業の目標を確認し、共通するものや、相乗効果が期待されるものを同時
に行う工夫などが考えられます。

Ｃ高等学校では、入学直後である第１学年の４月に宿泊研修を実施しています。その中で、集団づく
りの活動として、自殺予防教育プログラムの「Ａ 援助希求的態度の育成」の指導案を参考に、望まし
い人間関係づくりの取組を行いました。

保健体育科の授業と関連付けた取組

Ｂ中学校では、保健体育科の「心身の機能の発達と心の状態」の学習において、「Ｂ 早期の問題認
識（心の健康）」の指導案を参考に、自殺予防の知識について説明し、心身が不調なときの対応につい
て考える授業を行いました。

「ほっと」では、自殺予防教育の下地となるコミュ
ニケーション能力や望ましい人間関係を構築する能力
について測定することができることから、自殺予防教
育プログラムの取組の前後に実施することで、児童生
徒の変容を客観的に図る指標として活用することがで
きます。本ツールは、児童生徒にアンケートを行い、
その数値をコンピューターに入力し、処理することで、
個人の能力の変化やクラスの傾向をグラフで確認する
ことができるよう工夫されています。

また、「Ｃ ストレス対処能力の育成」により身に
付けることが期待される能力を測定する質問紙調査で
ある「ほっとプラス」の開発も進めており、平成30
年度は自殺予防教育プログラムの研究指定校で実施し
ました。

自殺予防教育における活用

【実施上のポイント】
インターネットの危険性を言葉で伝えるだけでなく、具体的なトラブルの状況について自分のこと

として考えることで、より効果的に知識を身に付けることができます。実施の際には、ストレス対処
能力を身に付けるという目標を事前に示し、達成状況を確認することが重要です。

【実施上のポイント】
教科・科目と関連付けた取組を行う場合は、実施する教科・科目の目標を踏まえた上で自殺予防教

育プログラムを活用する必要があります。それぞれの目標を明確に示し、達成状況を確認することが
重要です。

【実施上のポイント】
相談しやすい人間関係や、相談の方法、会話の仕方等を身に付けることは、学校生活を円滑に送る

上で重要なことであることから、入学後の早い時期に実施することが望まれます。



1 従来の教育活動を活用した取組

1 スクールカウンセラーによる悉皆面談

生徒が主体的に考える生徒会活動と関連付けた取組

ピア・サポートによる自殺予防教育の取組

【参考資料】
○「教師が知っておきたい子どもの自殺予防」（平成21年３月、文部科学省）
○「子どもの自殺が起きたときの緊急対応の手引き」（平成22年３月、文部科学省）
○「子供に伝えたい自殺予防 学校における自殺予防教育導入の手引」（平成26年７月、文部科学省）
○「児童生徒の自殺を予防するためのプログラム」（平成30年３月、北海道教育委員会）

（道教委ホームページ＜http://www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/ssa/jisatuyoboukyouiku.htm＞）

６

７

自殺予防教育に向けた「校内の環境づくり」として、児童生徒が相談しやすい環境を整備することが大切
です。平成30年度は、高等学校２校において、相談しやすい環境を整備した上で、学年の生徒全員に対しス
クールカウンセラーによる面談を実施し、相談に対する抵抗感の変化等を検証しました。

スクールカウンセラーによる授業参観を実施した例

Ｆ高等学校では、第１学年の生徒に対し悉皆面談を実施しました。面談を行う前に授業参観を行い、生
徒の様子を確認し、気になった生徒について、スクールカウンセラーと教員で情報交換を行いました。

この面談の機会にスクールカウンセラーに悩みを打ち明けた生徒や、面談の中でスクールカウンセラー
が生徒の不調に気づき、教員と情報共有することで適切に対応できた例がありました。

また、実施前後のアンケートでは、「スクールカウンセラーにもっと長く学校にいてもらいたい」と答
えた生徒が３倍近く増加するなど、スクールカウンセラーへの相談の抵抗感が下がったと考えられます。

事前に自己理解アンケートを実施した例

Ｇ高等学校では、第１学年、第２学年の生徒に対し悉皆
面談を実施しました。面談を行う前に、生徒が作成した面
接資料「今の私」をスクールカウンセラーに提供すること
で、事前に生徒の状況を把握できるようにしました。

また、休み時間や授業中に生徒と関わり、生徒との人間
関係を作る機会を設定するなど、面談時に相談しやすくな
る工夫を行いました。

悉皆面談を行うことで、個別の面談に抵抗感をもってい
た生徒が相談する機会をもつことができ、支援につなげる
ことができた例がありました。

Ｅ高等学校では、スクールカウンセラーを講師として、ピアサポートの活動を行っています。平成
30年度は、ピアサポートの取組の中で、望ましい人間環境づくりや心の健康、ストレス対処などを
テーマ取り上げ、演習や話し合い等を行いました。

Ｄ中学校では、生徒会主催の集会において様々なテーマについて生徒が主体的に考える活動を行って
います。平成30年度の１回目は「いじめ」について考え、望ましい人間関係づくりについて話し合いま
した。２回目は震災の経験から、「困難な状況」でどのような対処ができるかについて話し合いました。
このような活動も、援助希求的能力やストレス対処能力の育成につなげることができると考えられます。

学校において既に実施されている取組には、自殺予防教育プログラムで設定しているねらいと共通してい
るものがある場合もあります。学校全体の教育活動を通して、それぞれの目標や効果を確認し、年間計画を
検討することなどにより、効率的な教育課程を編成することが必要です。

【実施上のポイント】
援助希求的能力やストレス対処能力は、様々な取組により育成を図ることが考えられます。実施の

際には、その取組の目標を明確に示し、達成状況を確認することが重要です。

【実施上のポイント】
ピアサポートや構成的グループエンカウンター、ソーシャルスキルトレーニングなどによる望まし

い人間環境づくりの取組を、その目的を確認した上で、自殺予防教育の一環として実施することが考
えられます。
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②札幌市教育委員会の取組

　　津田政明 ( 札幌市教育委員会児童生徒担当課・児童生徒担当係長・指導主事 )
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③「苦痛の表明が死であってはならない」

　　稲葉浩一 ( 北海道教育大学教職大学院准教授 )　　



2019/3/11

1

「命の教育 ２０１９」 シンポジウム

苦痛の表明が死であってはならない

稲葉浩一 （北海道教育大学 教職大学院 准教授）

伊藤（2014）,p.23

子どもの自殺の実態と「イメージ」



2019/3/11

2

伊藤（同書）,p.23

広田・伊藤,2010,p.24.



2019/3/11

3

教育委員会「いじめがイコール自殺につながった、というふう
なことの因果関係については、これは判断ができないと、こう
いうふうに申し上げておるのです」

2012年7月5日「モーニングバード」

コメンテーター「だってもう本当に自分たちが友達の死を止められなかったっ
ていうことで、ある種の贖罪のような気持ちでね、ひょっとしたら勇気を出して
記名したのかもしれないのに、それをね、アンケートイコール事実ではないで
すとかね、あるいはいじめイコール自殺ではないですとか、そういうことを臆
面もなくね記者会見でああいうような顔で言ってるひとたちに本当に無性に
腹が立ちますね」



2019/3/11

4

「そもそも、いじめといじめ自殺は別の現象である。私たちは、子どもが
いじめを理由に自殺するのを当然のように思っているが、いじめと自
殺は自動的には繋がらない。いじめられていて苦しくないはずはな
いが、いじめられていることと、その苦しみのために自ら命を絶つ行
為の間には、途方もない距離や飛躍がある。」

「いじめ自殺とは、いじめによって『殺された』のではなく、あくまで自分
で『選んだ』行為である。ただ、そこで『選んだ』というのは、本人が
一人で選んだというより、社会によって選ばされた、選ぶように仕向
けられた、という面があることが重要である。80年代以降、私たちの
社会は、いじめられたら自殺する、という選択肢や考え方を持ってし
まった。いじめが子どもの自殺の『正当な』理由として加わってしまい、
いじめられていたら死んでも仕方がない、それどころか、死ぬのが当
然、とすら考えるような社会になったのである。」

伊藤(2007),p.86

「いじめ＝自殺」という病理

自殺志願者（１１歳、１９７８年）の手記

「わたし自殺を考えているんです。小学四年の時から仲間はずれ
になったような気がして。勉強のグループでも一人だけ取り残さ
れてしまった。（中略）死んじゃいけないという声も自分の中から
聞こえてくるんですけど、やっぱり死んでしまいたい。何も好き
なものはなく、頭もあまりよくないし…」

「ここでまず気がつくのは、『いじめ』と『同じ』ように思える＜出来
事＞が、それだけでは自殺の原因として不十分であることがみ
てとれることである。（中略）言い換えれば、『“いじめ”はそれだ
けでは自殺に値しない（しなかった）』。」（間山,2002,p.150）

苦痛の表明としての自死
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5

Ｓ君事件の遺書（1986年）

「家の人へ、そして友達へ。突然姿を消して申し訳ありません。くわしいこと
についてはAとかBとかにきけばわかると思う。俺だって、まだ死にたくない。
だけどこのままじゃ「生きジゴク」になっちゃうよ。ただ俺が死んだからって
他のヤツが犠牲になったんじゃいみないじゃないか。だからもう君達もバカ
な事をするのはやめてくれ、最後のお願いだ。」

「そもそも何が『わかる』というのか。それは『自分が死ぬほど苦しんでいるこ
と』だったのではないか。『俺だってまだ死にたくない』、しかし、死ぬことに
よってしか『死ぬほど苦しんでいること』を証明できないのだからしょうがな
い、と言っているように思える。そして、実際に死んで『死ぬほど苦しんで
いること』を証明できたいま、『ＡとかＢとかにきけばわかる』と思えるのだし、
実際、そのとおりになった」（山本,1996,p.80）

１９９３年・中学３年生の遺書

「いじめられるので死ぬ」
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6

「しかしここで重要なことは、『いじめは死に値する』と考え
るのは主観の問題ではなく、徹底して『文化（＝制度化さ
れた物語）』の問題であるということだ。なぜそう断言でき
るかと言えば、１９８０年代前半までの日本社会には、『い
じめ』という自殺動機は『制度化された動機の語彙』として
は存在しなかったからである。」

北澤,2015,p.29

「いじめ苦」を「死」に向かわせている
のは？

「そもそも、『いじめ』が社会問題となった契機は、『いじめ』が死と結び
ついたからであるということも繰り返し指摘されてきたことである（山本
1996ほか）。しかし重要なことは、『だから自殺の原因であるいじめを
なくそう』という主張にはならないということだ。むしろ、『いじめをなく
せ』という主張こそが、その意図せざる機能として『いじめは死に値す
る苦しみである』とする認識（＝いじめ物語）を拡大再生産してきたよ
うに思われてならない。それゆえ、『いじめ』についての問いの立て方
を変更する必要があるのであり、『「いじめ」は「いじめ自殺」の原因で
はない』し、『「いじめ」をなくすことと「いじめ自殺」をなくすこととはまっ
たく別事件の問題である』ということを説得的に主張できなければな
らない」
北澤（同書）,pp.29-30.
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7

「言い換えれば、『いじめ→自殺』という繋がりを認めてはならないの
だ。しかし実際に私たちが行っているのは、この繋がりを再確認し、
強化するようなことばかりである。」

「いじめ自殺の報道の問題も、この文脈で考えることができる。（中
略）いじめられている子どもがこれを見聞きすると、自殺は報復や
改善や救済に繋がる『適切な行為』だと思ってしまう。『死ぬな』と
いうメッセージの多くも、善意で言っているとはいえ、結局のところ
自殺の『効果』を認めてしまっており、背中を押す場合が少なくな
いだろう。死にたいという気持ちを『わかって』あげてはならないの
だ。」

伊藤（2007）,pp.86-91.

文化（≒「常識」）

苦痛

表明
理解

他者に「苦痛」を理解し
てもらうために適した方
法でなければならない

そしてその方法は、お
互いが共有する「文化
≒常識」に即したものと

なる
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「いじめは死ぬほど苦しい」
という文化（≒「常識」）

苦痛

表明
理解

他者に「苦痛」を理解し
てもらうために適した方
法でなければならない

いじめ

本人も「いじめ」を
「死に値する苦痛」と
して理解する恐れが

「いじめは死ぬほど苦しい」
という文化において、その
苦しみの表現手段は・・・

「死にたい気持ち」を「理解し
てあげる」優しい姿勢が、むし
ろ自死という手段を妥当なも
のとしてしまっているのではな

いか？

広田照幸・伊藤茂樹, 2010,『教育問題はなぜ間違って語られるのか？』日本図書セン

ター,p.24.

伊藤茂樹,2007,「死にたい気持ちを『わかって』あげるな！」 『論座』(2007,1)

――, 2014,『「子どもの自殺」の社会学』青土社.

北澤,毅,2015,『「いじめ自殺」の社会学』世界思想社.

間山広朗,2002,「概念分析としての言説分析:「いじめ自殺」の(根絶=解消)へ向けて」『教育

社会学研究』（70）,pp.145-163.

山本雄二,1996,「言説的実践とア-ティキュレイション--いじめ言説の編成を例に」『教育社

会学研究』（59）,pp.69-88.

文献
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(6) 講演２「子ども・若者に対する生きることへの包括的支援

－その最前線－」
　　　本橋豊 ( 自殺総合対策推進センター・センター長 )



1

子ども・若者に対する生きることへの包括的支援
～その最前線～

自殺総合対策推進センター

センター長 本橋 豊

命の教育シンポジウム2019
日 時：平成３１年３月６日（水）
場 所：札幌市男女共同参画センター

（エルプラザ）３階大ホール

自殺総合対策における当面の重点施策
11.子ども・若者の自殺対策を更に推進する

○ いじめを苦にした子どもの自殺の予防

○ 学生・生徒への支援充実

○ SOSの出し方に関する教育の推進
○ 子どもへの支援の充実

○ 若者への支援の充実

○ 若者の特性に応じた支援の充実

○ 知人等への支援



2

全国の小中高校生の自殺は
10年間で約3000人

（資料：警察庁 自殺の概要 H18～27）

小学生 中学生 高校性 合計

H27 3 101 237 341
H26 13 74 191 278
H25 7 78 197 282
H24 4 56 247 307
H23 9 55 237 301
H22 7 76 204 287
H21 1 79 226 306
H20 9 74 225 308
H19 8 51 215 274
H18 14 81 220 315
合計 75 725 2199 2999

小学生, 
75

中学生, 
725

高校生, 
2199
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自殺対策はみんなの仕事
Suicide countermeasure is an agenda of  public concern

児童生徒の自殺対策においても専門家任せ、専門家につなげて終わり、ということがないように

● 学校の場： 校長、副校長、生活指導担当教員、養護教諭、

教諭、事務職員、文部科学省、自治体教育庁、

教育委員会

● 地域の場： 地方自治体、保健所、児童相談所、福祉事務所、

社会福祉協議会、消防・救急、警察、民間団体など

● メディア ： 新聞、テレビ、雑誌、インターネットプロバイダー等

● 家 庭 ： 保護者、親戚、地域住民など

● 近 隣 ： 町内会、民生児童委員、など

● 医療機関： 内科医、小児科医、精神科医、看護師、保健師、

臨床心理士など
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① 自殺のリスクのある子供へのアプローチと

子供全体へのアプローチ：どちらか有効か

ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチ

子供全体へのアプローチの方が有効というエビデンス

（ヨーロッパのSEYLE研究）
② SOSの出し方に関する教育を進める意味
児童生徒の自尊感情の涵養を図る

困ったときに身近な信頼できる大人に助けを求める

メッセージの続き（２）

SOSの出し方に関する教育に関わる
自殺対策関係者の皆様へのメッセージ

•学校教育の場における自殺対策としてのSOSの出し方
に関する教育の実施にあたっては、学校や地域に係わ
るすべてての方々の役割が重要です。

•専門家任せにしない：自殺対策は「みんなの仕事」
専門家はごく狭い専門領域で活用すべき人たち、専門家を上手

に使って、自殺対策を機能させることが大切
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若者の居場所とつながり

平成２９年版 子供・若者白書（内閣府）
特集：若者にとっての人とのつながり
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若者の居場所として、インターネット空間は学校・
職場・地域より重要となっている

平成29年版 子供・若者白書（内閣府）

何でも悩みを相談できると回答して
いる人の方が生活充実度が高い

平成29年版 子供・若者白書（内閣府）
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子供・若者の成長のための社会環境の整備
家庭，学校及び地域の相互の関係の再構築

1 保護者等への積極的な支援
（1）家庭教育支援
（2）養育の多様化への支援
2 「チームとしての学校」と地域との連携・協働
（学校と地域が連携・協働する体制の構築）

3 地域全体で子供を育む環境づくり
（1）放課後子ども総合プランの推進
（2）中高生の放課後等の活動の支援
（3）地域で展開される多様な活動の推進
（4）体験・交流活動等の場の整備
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（1）ICTを利用した相談機能の強化
①ICTを利用した相談窓口への誘導の強化

→・「自殺」「死にたい」等の自殺につながる用語の検索
を行った場合相談窓口の表示をするよう事業者に要請

・メールやSNSに対応した相談窓口も同時に紹介
・スマホで様々な相談窓口から悩みに適した窓口の絞り

込みを可能とする
②SNS等を活用した相談対応の強化

（2）若者の居場所づくりの支援等
①新たな居場所づくりのモデルの作成

→・すでに取り組まれている若者の居場所の職員がゲート
キーパーの役割を担えるよう養成する。

②学校と直接のつながりを有さない若者の支援の推進
→・高等学校中退者や進路未決定卒業者等への支援
③こども・若者の自殺対策のさらなる推進

2．インターネットを通じて自殺願望を発信する若者の心の
ケアに関する対策

Japan Support Center for Suicide Countermeasures（JSSC)
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長 所 短 所

・コミュニケーションが苦手な人を相
談につなげられた
・家族に聞かれたくない話がしやすい
・様々な専門家のチームプレーが可能
・その場に居合わせない専門家とも状
況が共有して対応が可能
・相談履歴が残るので相談員が変わっ
ても同じことを聞かなくてすむ
・電話相談ではできない対応が可能
・文字による方が本音でやり取りでき、
支援につなげやすい

・限られた文字情報で
のやり取りのため相手
の状況を把握しづらく
やり取りの過程で誤解
を生じやすい
・自殺を考えているか
を相手に聞かないと漠
然としたやり取りに終
始してしまう

＊平成30年度版自殺対策白書より

SNS相談事業を実施している13団体より寄せられた成果や今後の課題

SNS相談の短所と長所

Japan Support Center for Suicide Countermeasures（JSSC)

「SNS東京ルール」取組のイメージ
（東京都庁ホームページ教育長指導部指導企画課 より）
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７．自殺対策強化月間（３月）SNS相談事業の実施結果（実施１３団体の報告から）

２．SNS相談事業実施団体の声

相談延べ件数 10,129件 友だち登録数 69,549人

１．相談の概要（3月31日時点）

【課題】

３．SNS相談から支援機関へつないだ事例

【生活困窮者を行政へ同行支援し、生活保護申請を行った事例：男性３０代】

○人間関係が原因でアルバイトを辞めて以降、２日に１回しか食事が取れない状態になり、希死念慮を抱きSNS相談を
利用。

○電話で見ず知らずの人に打ち明けるのは怖かったが、SNSを間に挟むことにより気持ちが楽というか話してみようと
思った。

○１時間程度のやり取りを通じて男性の現状を把握した上で、翌日、相談員との面談に移行し、行政への同行支援を実
施。生活保護等の支援につながり、本人の気持ちも上向いている。

ＳＮＳ相談のニーズは確実に存在
若者を含め、対面や電話でのコミュニケーションが苦手な人を
相談につなげられた。家族に聞かれたくない話がしやすい。

ＳＮＳ相談の難しさ
相手の反応が見えない。途中で反応が途絶えることも。

ＳＮＳ相談の利点
ＳＮＳの機能を活かすことで、電話相談ではできない相
談対応が可能。
・様々な専門家のチームプレーによる対応が可能。
・その場に居合わせない専門家とも状況を共有して対応すること
が可能。
・相談履歴が残るので、相談員が変わっても同じことを訊かずに
すむ。
・文字による方が本音でやりとりでき、課題解決のための支援につ
なげやすいこともあった。

電話相談と文字での相談には違いがあり、ガイド
ラインの作成や相談の担い手の育成が重要。
ＳＮＳはあくまでも相談の入り口。相談者の抱える
課題解決のための、リアルな世界での支援につな
げていくことが重要。
実施機関同士がもっと横の連携をとれば、より多く
の相談者に対応できる可能性。
プライバシー性の高い情報を扱うので、情報セ
キュリティや相談員のモラルの徹底が必要。
知見や課題等をまとめ、地方等への情報発信も考
える必要。

21

８．自殺対策強化月間におけるSNS相談の実施結果の分析

～19歳
42.7%

20～29歳
39.4%

30～39
歳

9.6%

40～49歳
6.7% 50歳～…

１．年齢階層別相談件数 ２．男女別相談件数

男性

12.1%

女性

87.9%

（％）
0 20 40 60 80 100

～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50歳～

男性 女性

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50歳～

学生 仕事有 仕事無

相談所要時間 総数 1分未満 10分未満 10～30分 30～60分 60～90分 90～120分 120～180分 180分以上

件数 9,060 102 412 984 2,912 2,222 1,177 872 379

※性別不詳を除いて集計※年齢不詳を除いて集計

４．年齢階級別、仕事の有無別相談件数の割合

３．男女別、年齢階層別相談件数の割合

※相談者内訳について「学生」の集計を行っていない3団体（LINE1アカウント）
を含めて単純計算している。

※仕事の有無不詳を除いて集計している。

６．相談所要時間別の相談件数

※実質的に相談が成立しなかった場合（相談者からアクセスがあって、いったん相談員から応答したものの、相談者から連絡が来なかった）
など相談所要時間が把握できていないものは、計上していない。

資料：平成30年版自殺対策白書

計 家族 健康
経済・
生活

勤務 男女 学校
メンタル
不調

自殺
念慮

その他

総数 11,818 1,187 433 529 840 898 999 2,357 1,780 2,795

計 家族 健康
経済・
生活

勤務 男女 学校
メンタル
不調

自殺
念慮

その他

男性 1,433 130 99 135 169 102 139 268 225 166

計 家族 健康
経済・
生活

勤務 男女 学校
メンタル
不調

自殺
念慮

その他

女性 9,117 1,029 309 377 641 767 816 2,010 1,494 1,674

５．男女別、相談内容別の相談件数

22
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SOSの出し方に関する教育
〜根拠となる法令等〜

自殺対策基本法
自殺総合対策大綱

地域自殺対策政策パッケージ
文科省・厚労省通知

学校において、命や暮らしの危機に直面したとき、誰にどうやって助け
を求めればよいかの具体的かつ実践的な方法を学ぶと同時に、つらい
ときや苦しいときには助けを求めてもよいということを学ぶ教育（ＳＯＳ
の出し方に関する教育）を推進する。
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第17条3項
学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護者、地域住
民その他の関係者との連携を図りつつ、当該学校に在籍する児
童、生徒等に対し、各々がかけがえのない個人として共に尊重し
合いながら生きていくことについての意識の涵養（かんよう）等
に資する教育又は啓発、困難な事態、強い心理的負担を受け
た場合等における対処の仕方を身に付ける等のための教育又は
啓発その他当該学校に在籍する児童、生徒等の心の健康の保
持に係る教育又は啓発を行うよう努めるものとする。

25

自殺対策基本法 （H28.４.1 改正）

すべての児童生徒に対して、自他を尊重する意識、
悩んだ時の対処方法、心の健康の保ち方を伝えよう

２．法律や大綱での対策での位置づけ

第４ 自殺総合対策における当面の重点施策
11．子ども・若年者の自殺対策を更に推進する

1. いじめを苦にした子どもの自殺の予防
2. 学生・生徒等への支援の充実
3. SOSの出し方に関する教育の推進
4. 子どもへの支援の充実
5. 若年者への支援の充実
6. 若年の特性に応じた支援の充実
7. 知人等への支援

26

自殺総合対策大綱（H29.7.25閣議決定）(2)
２．法律や大綱での対策での位置づけ
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地域自殺対策政策パッケージ
基本パッケージの中に児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育は

位置づけられている

１．民間団体を含む関係者の連携とネットワークの強化

２．自殺対策を支える人材育成の強化

３．住民への普及啓発の強化

４．生きることの促進要因への支援

５．児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育

基本パッケージとは全国のすべての自治体で実施することが望まれる施策群のこと

通知の概要

１．ＳＯＳの出し方教育の実施にあたっては保健師、
社会福祉士、民生委員等を活用すること

２．ＳＯＳの出し方の具体的かつ実践的な方法を学ぶ
教育であること

３．教育の実施にあたっては児童生徒の発達段階に
応じた内容とすること

４．ＳＯＳの受け止め方についても教えるのが望ましいこと
５．ＳＯＳの出し方教育は補助率10/10の地域特性重点事業
に該当しうるので市町村に周知すること

児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育に関する国の通知（文科省・厚労省）
平成３０年１月２３日
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平成30年8月31日の事務連絡（文科省・厚労省）
SOSの出し方に関する教育の教材例が示された

（東京都教育委員会、東京都多摩小平保健所、北海道教育委員会）

簡潔であること
外部講師を活用すること
チームとしての授業であること
知識伝授型に終始しないこと
前提条件をつけないこと
効果検証が行われていること

30

SOSの出し方に関する教育の方向性

ৈ

ઇ
୘
৓
௧
୅
ਙ

簡潔性 高

複数回実施式
教師主導型

教育単位式
専門家活用型

オムニバス選択式
外部講師活用型

例.京都府

一回完結式
外部講師活用型

例.東京都足立区

一回完結式
チームティーチング型

例.東京都教育委員会
北海道教育大学教職
大学院
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３．命の教育に関する韓国訪問調査 (速報 )
(1) 調査目的
　わが国の学校教育では、学校関係者の様々な努力にもかかわらず、若者の自殺が一向に減少しない

状況にあります。このような状況として主要先進国の中では、韓国における若者の自殺率も高いと言

えます。主要先進国の中で、かつアジアの中でも若者の自殺率が多い隣国について実態調査を行い、

共通性と相違性を捉えることで、日本の若者の自殺対策の手立てを考えたいと思います。

(2) 本院の「命の教育プロジェクト」の取組み　－訪問先への説明－
  北海道教育大学教職大学院では組織的研究として 2017 年度から「命の教育プロジェクト」を展開

してきました。このプロジェクトでは、1) 人間形成と成長の基盤となる「心を育てる読書教育」、2) 日々

の悩みや人間関係の軋轢等から自身を解放する「ストレスマネジメント教育」、3) 苦難やストレスに

耐え立ち向かう「レジリエンス教育」、4) 健康被害を避け、体づくりや健康を促進する「健康教育」( 健

康増進、薬物乱用防止、禁煙等 )、5) 危険から身を守る「安全教育」( 防災・防犯、交通安全等 )、6)

自殺者を一人でも減少させる人間関係や社会基盤づくりを推進する「自殺総合対策」(SOS の出し方・

気づき方、若者の包括的支援等 ) の６つの内容を柱とし、教職大学院の教育研究活動に組み込んでい

ます。

　本プロジェクトは、子どもたちの自尊感情の低さ、他者への思いやりや倫理観の欠如、いじめ、虐

待や DV、自殺など、命に関わる問題が社会基盤を揺るがす大きな問題ともなっている現状を改善す

るために開始しました。当プロジェクトでは、特に学校教育に焦点化し、児童生徒や学生が生きやす

い教育環境や社会環境を醸成し、命を大切にし、生きることへの志向性を促進する教育実践研究を目

的としており、この目的達成のために、まずは、学校や教師が自らの教育行為や在り方を問い正す自

省作用 ( 自己組織性 ) を重視している。すなわち、学校現場が児童生徒や学生の人権を侵害し、いじ

めや自殺の起因となってはいないかどうか、自らを問い正すところから出発します。

　本院では、命の教育プロジェクトを推進するに当たり、6)「自殺総合対策」については、特に、自

殺総合対策推進センター ( センター長・本橋豊氏 ) と連携し、厚生労働科学研究費補助金 ( 代表本橋氏「地

域の実情に応じた自殺対策推進のための包括的支援モデルの構築と展開方策に関する研究」< 平成 29

－ 31 年度 >) の研究に参加し、分担研究「教育現場での自殺対策の推進―命の教育プロジェクトの実

践―」を展開しています。

　特に、2018 年度は、教育研究実践の主な活動として、児童生徒・若者に対して「SOS の出し方教育」

保護者・教師を対象として「SOS の気づき方教育」、そして WEB 上で学習できる「命の教育 Yes/No カー

ド学習」を展開してきました。加えて、2019 年３月６日には、「命の教育シンポジウム 2019 － SOS

の出し方・気づき方－」を開催する。今回の韓国調査は、このシンポジウムを開催するに当たっての

事前調査にも当たります。

(2) 調査日程
２月２６日　                                                                

１７時１５分　仁川空港　＊ホテルまでの交通はリムジンバス

１９時 30 分　コリアナホテルでオトゴンバヤル先生、李在原氏と打合せ
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２月２７日                                                  通訳　オトゴンバヤル・スレン氏

１０時　韓国健康増進開発院 AM10:00 ～ 11:30

１４時　韓国青少年自殺予防協会  PM14:00 ～ 15:00

１６時　生命尊重協議会 PM16:00 ～ 18:30          

１７時　ホテルへ

１８時 30 分　コリアナホテルでオトゴンバヤル先生、李在原氏と打合せ

２月２８日                                                   通訳 李在原氏

１０時　韓国翰林大学死生学研究所 AM10:00 ～ PM2:00                               　　

 午 後   李在現氏と面談 ( 韓国の若者文化、若者の自殺 )　韓国調査のまとめ

３月１日　帰国 

(3) 調査メンバーと通訳紹介
  ①調査者

  　井門正美　北海道教育大学教職大学院教授・院長

  　橋本忠和　北海道教育大学教職大学院教授・函館校附属幼稚園長

   　杉本任士　北海道教育大学教職大学院准教授

　 ②通訳

　　 オトゴンバヤル・スレン　南ソウル大学准教授

    　李　在原　( 株 ) 韓国能率協会コンサルティング・シニアコンサルタント

    　

(4) 調査報告
　①韓国健康増進開発院の調査

1) 韓国健康増進開発院の概要

　韓国健康増進法の制定によって設立された公的機関である。韓国健康増進基金で運営されて

いる。韓国健康増進法に則り国民の健康に関する様々な事業を行っている。例えば、１）禁

煙予防、２）飲酒被害予防、３）保健教育、４）国民滋養、５）地域の保健施設の拡大、６）

健康管理基金、７）虫歯予防のプランなど、である。自殺対策はその一環として行われている。

2) 応対者

In Sung Cho, M.D.,Ph.D（President）

Yumi Oh,Ph.D（Dorector）

Hyun-jeon Kim, Ph.D（Team Manager）

3) 調査内容

　青少年の自殺予防の対策として、2012 年から様々な取組を行っている。例えば、自殺予防に

関する広告、テレビコマーシャル、生命尊重を中心としたキャンペーン、トークコンサート、ドキュ

メンタリー番組の制作、インターネット漫画、漢江の生命の橋（飛び降り防止の策の設置、自殺

予防の看板の設置、自殺予防相談のための電話の設置）、などである。　2015 年からは、中学

生を対象とした自殺予防を重点的に行っている。ドキュメンタリー番組の制作やいじめや自殺を

テーマとしたミュージカル公演などを行っている。
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　韓国では自殺予防に関する授業を行うことが義務付けられており、学校現場での集合教育にも

力を入れている。この取組は「I Love You」と命名された教育プログラムで、「私を知る」、「あ

なたを知る」、「私たちを知る」というテーマで、年間 3 回の出前授業を行っている。この教育

プログラムを行うことによって、生徒同士が互いのゲート・キーパーの役割を担うことができる

ことを目標としている。このプログラムは、韓国の全ての中学校（約 3700 校）の約 100 万人

の生徒を対象としているが、実際の実施率は 50％ほどである。この教育プログラムを行うのは、

専任の講師によって行われている。講師の人数は約 260 名で、講師になるためには明確な基準

が設けられており、心理学や教育学、社会福祉を専門とする者が多い。また、講師はプログラム

の実施に際して研修を受けることが義務付けられている。「I Love You」の教育プラグラムは生

徒用の教材と講師用の指導書が用意されていて、実践を繰り返しながら毎年のように更新されて

いる。

　韓国では、例えば精神健康予防センターなど、地域で様々な団体が自殺予防の相談業務を行っ

ている。特に新学期や受験時期などは、重点的に電話相談を行っている。

　韓国では、全ての学校に保健教師（日本での養護教諭にあたる）、相談教師（日本でのスクー

ルカウンセラー）が常勤して勤務している。

　韓国社会でも、自殺を前面に出した取組を学校で実施するのは抵抗感があるため、前述の「I 

Love You」の取組のように、国民に受け入れられやすいネーミングやテーマを設定し、その中で

自殺予防に関する教育を行っているのが現状である。
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　②韓国青少年自殺予防協会

1) 韓国青少年自殺予防協会の概要

　民間の支援団体である。青少年の自殺予防と生活尊重の教育を通じて、学校と地域社会の安

定な社会的環境を確立し、青少年の健全な自己肯定感、多様な自己実現の機会を提供すること

ができるように教育とアドバイスと予防活動のために積極的に行っている。

2) 応対者

Kim Do Yeon, P.h.D

3) 調査内容

　主な業務は、10 代の青少年を対象とした心理検査と心理相談である。また、家庭への支援も行っ

ている。学校に通ってない子供や貧しい家庭の子供への心理相談は無料である。実際に協会へ出

向いてもらっての面談だけでなく、WEB の掲示板、電話での相談サービスも行っている。訪問

相談は、1 回 1 時間で、1 日 30 名程度の来訪者がいる。訪問による相談は、青少年だけでなく、

家族に対して行うことも多い。WEB での相談は、平日で 200 ～ 250 件程度、休日で 300 件程

度ある。電話での相談は 1 日 20 件程度である。相談内容によっては訪問相談を受けるよう勧め

ている。相談内容によっては、病院を紹介するもともある。逆に、病院が協会を紹介するケース

もある。

　1 年に 1 回、メントリキャンプというプロジェクトを開催している。プロジェクトの目的は、

青少年の夢を叶えるための価値観を創造するための支援である。将来のことを前もって計画し、

途中で困難があった時にどうやって克服する方法、そして最終的に自分に自信をつけさせること

を目的としている。　自分の夢を実現する自信と価値観を保健福祉部や女性家族部と連携して

行っている。このプロジェクトは、有名な芸能人が協力しており、その影響は大きい。自殺を企

図した芸能人が、鬱的な状況に陥った時に、その状況をどのように乗り越えたかなど、自身の経

験を語る取組も行っている。

　相談サービスの中には、心理相談法の研修を受けた同年代の学生が相談役となる制度もある。

　インターネットの掲示板や電話などを用いて、若者の SOS を広く集約している。早期に短期

間で解決することを心掛けている。急を要すると判断された場合は、「不安の程度を図った方が

よい。」と心理検査を行った方がよいとアドバイスしている。心理検査の結果、不安の原因が、

いじめなのか、暴力なのか、心的なものか、一時的なものかなどを判断し、心理治療を行い、短

期間で不安な状態から抜け出せるように支援している。

　相談員は、常勤で 10 人、フリーランスで 80 人ほど雇用されている。相談員は、心理学を専

門とした修士以上の者で、実務経験が 3 年以上、国家資格を有していなければならない。相談員は、

心理検査を行うことができ、学生の相談にのって、精神的な治療ができなくてはならない。相談

員は、　いじめは、若者の自殺の原因となる。いじめを予防するために、被害者と加害者を対象

とした指導や支援を行うだけなく、クラス全体の指導や支援も行っている。

　韓国では、「自殺」という言葉ではなく「生命尊重」という言葉を用いて自殺予防の対策を行っ

ている。

　今、韓国で問題となっているのは、自殺した人の家族への被害である。「家族がよくしてない

から自殺した」「よい家族ではないから自殺した」など家族が非難されることが多く、こうした

社会的認識を正し、家族への 2 次被害対策を練っているところである。

　この協会はハイリスクを救うのが一番の目的としている。ハイリスクの子供たちは、自分に自
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信を持っていないことが多いため、まずは「自分を愛する教育」を行っている。

　子供たちの自殺の主な原因は、受験や学歴に関するストレス、学校病的なストレス（学歴、学

校暴力、家庭暴力）だと考えられている。学校暴力の問題（性的暴力、身体的な暴力、言葉の暴力、

心的な暴力など）が最も深刻である。こうした問題を解決するためには、事後的な被害者の心理

的な支援だけでは不十分であり、クラス全体を巻き込んだ指導が必要だと考えられている。また、

教師一人での対応も難しいと認識されている。そのため、各学校には相談教員が配置されている。

　韓国でも核家族化や共働き家庭の増加により、親の子供に対する関心が低下していることが指

摘されている。そのため、親からの愛情を感じられない、家族からの疎外感がある、家族の価値

を感じない子供が増えているのが深刻な問題である。

　韓国では、４、5 年前から、「調和プログラム」の取組を年に 2 回程度行っている。全ての学

校が対象で、親も巻き込んだ取組である。小中校の入学の際にスクリーニングテストを行い。そ

の結果ハイリスクと判断された児童生徒は、適切な指導や支援を受けることになる。指導や支援

は、全ての学校に配置されてる相談教員が中心になって行い、いつでも相談できる体制となって

いる。相談教員は、心理資格を持った知識と経験のある者が炭労している。ハイリスクの子供の

権利は保障されているが、自殺しそうだと判断された場合は、関係者に情報が速やかに共有され

る体制になっている。
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③生命尊重協議会

1) 生命尊重協議会調査の概要

　韓国自殺対策予防法の制定に伴い、2012 年に設立された社団法人である。主に１）自殺相談

マニュアル開発・提供、２）情報発信、メディア、広報構築、３）自殺予防専門家の育成を行っ

ている。

2) 応対者

  Lee Ju Hee（理事長）

  Lim Jung Hwan（本部長）

　他スタッフ２名

3) 調査内容

　韓国の自殺の現状について説明を受けた。韓国の自殺率は OECD 平均の約 2 倍で、約 28000

人である。青少年の死亡原因の第 1 位が自殺で、2 位が病気、3 位が交通事故である。1 日に約

36 名の自殺者している。自殺の理由は、学校の成績、家族間の DV、学校でのいじめ、経済的困

難である。

　生命尊重協議会では自殺予防教育を行う教員の養成に力を入れ、LIFE SEVER LICENCE（以下、

LSL）と呼ばれる自殺予防プログラムを実施している。LSL を行う講師は、保健福祉部によって

認定されている。LSL の資格を得ることができるものは、心理学、精神医学、社会福祉学、青年

心理学、教育学などを専攻していたもので、現在は 25 名が登録されている。

　自殺予防プログラムの教材の作成が行われており、2012 年に作成され、2015 年と 2018 年

に改定されている。自殺予防教育は、集合教育、クラス教育、個人教育の 3 つのレベルで行われ

ている。自殺予防教育の授業を制作するチームがあり、協議を重ねながらバージョンアップして

いる。また、優秀な教師は保健福祉部長官から表彰される制度がある。

　青少年を対象としてアイドルグループのコンサート（生命愛コンサート）を実施している。ま

た、Facebook や SNS を用いて自殺予防の発信も行っている。

　生命尊重協議会では、いろいろな企業からの寄付を募っている。例えばロッテからお菓子を提

供してもらった場合、そのお菓子をもって支援が必要な家庭を持って行くなどしている。お菓子

をもって何度も訪問することによって、訪問先の人々は心を開いてくれるようになり、コミュニ

ケーションが円滑にとれるようになってくる。そのことによって、より早く自殺の危険を察知で

きるようになり、対策を立てることができるようになる。

　自殺の報道に関するマスコミの対応も変化してきている。現在では詳しい自殺の方法なども報

道されることはない。また、テレビドラマでの刺激的な自殺シーンもなくなり、自殺したことを

暗示する演出が行われるようになった。しかしながら、現在でも SNS では、自殺の情報が拡散

される問題がある。

　ニュースやドラマ、インターネットでの自殺に関する表現をどうするべきか、民間連携協議会

で議論されている。メンバーには法曹界の人もおり、法的な整備も進めている。その成果の一つ

して、韓国ではインターネットで「自殺」と検索しても、自殺のニュースや自殺の方法に関する

サイトは表示されない。その代わり、自殺の相談機関や鬱的な気持ちを改善するサイトがヒット

する仕組みになっている。

　このように韓国では様々な自殺予防のプログラムがあり、その成果が現れてきている。どの取

組がどのような効果をあげているのかエビデンスを示すことは難しいが、全体的に韓国での自殺
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は減少傾向にある。また、協会しては一時的な感情による連帯自殺も減っていると認識している。

さらに、各地にある相談機関に訪れる人が増えていることから、自殺予防の対策がきのうしてい

るのではないかと考えている。
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④韓国翰林大学：死生学研究所

1) 死生学研究所の概要

　2012 年、韓国教育庁によって設立された研究所。青少年における自殺の問題は、学生の精神

的な問題に起因していることが多いことから、専門的な知識がある精神科の医者が中心に研究を

進める研究所が設立された。

2) 応対者

Hyunju Hong（Proesser, Dept.of Psychiarty Hallym University SccredHfer Hospital）

Hong, Sung Hee（Vice Director / Reseach Professer）

Shin,BO Ran（Research Associate）

　他スタッフ２名

3) 調査内容

　2012 年に設立され、学校の自殺予防の取組が開始された。主な活動は、学術研究、シンポジ

ウムの開催、現場の教員たちの研修などである。精神科医も学校の現状を知らないので、精神科

医に学校現場のことについて指導することもある。

　学術研究は、主に統計的調査がメインである。韓国の青少年の自殺は、平均的に女子が高い。

韓国の統計省のデータでは、2012 年以降、成人自殺は下がっているが、青少年の自殺は下がっ

ているとは言えない。2018 年の青少年の自殺率は高く、今後上がってくるのではないかと予想

されている。

　韓国で自殺の問題がピークに達したのは、2009 年のことである。この年、大統領や有名人の

自殺が相次ぎ、「自殺」という言葉が韓国社会に世間に広まった。　

　2012 年から、韓国の学校では、毎年行うスクーリングテストが行われるようになった。対象

の学年は、小学校１、４年生、中学校１年生、高校１年生である。小学生は保護者が回答し、中

学高校は本人が回答する。2013 年から、このテストの結果により高リスクと判断された児童生

徒への対策が行われるようになった。このスクーリングテストを行う法的な根拠は学校保健法に

おける「学校は子供たちの健康に責任を持つ」という条文である。このテストは法律に基づいて

実施されるため、保護者の同意を必要としない。

　このスクーリングテストは、自殺に関する項目名でなく、学習や生活に関わる多様な質問が用

意されており、自殺のリスクのみを調査するものではない。小学生版のテストには「自殺」とい

う用語は用いない。

　このスクーリングテストは、WEB 上で行われる。紙媒体で行われていた時は、実施機関によっ

て事後の対応がバラバラであった。しかし WEB で行われるようになってから、対応が標準化さ

れた。テストの内容は、現場の教師などの意見を集めて、随時改定を行っている。

　もしもスクーリングテストの結果、危険群と判断された場合、まずは学校の教員に対してイン

タビューが行われる。そして、本当に専門機関による吟味が必要なのか調査される。その結果、

吟味が必要だと判断された場合は、保護者に連絡して専門機関へ行くように勧める。

　危険群と判断された児童生徒がいる学校は、定期的に訪問し、集中的な管理を行う。危険群の

子供が医者に行ったことを学校は押さえているかなど、調査する。その結果は、統計的に処理さ

れ「連携率」として報告される。連携率を上げることを目標に、しっかりと管理することによっ

て成果が見えてきた。

　しかしながら、連携できないケースもある。その背景には、保護者がテストの結果を受け入れ
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ることができない、自分の子供には問題がないと思い込んでいる、時間的・経済的に余裕がなく

医師の診断を受けに行かないケースなどがある。

　今後の課題は、地域の教育庁のレベルでの取組である。危険群の子供をいかに地域のレベルで

管理するかが課題である。そのためには、地域の実態の合わせた取組が重要になってくると考え

ている。具体的には、地域の教育庁が仲介役となり、学校からの相談を受けて対応する体制を整

えることである。

　また、学校で予測不可能な自殺が起こった場合、その対応を共に考えて実施することも重要で

ある。予測不可能な自殺が起こった場合、研究所はスクールコンサルや地域の精神科を利用する

ことを提言することにしている。

　心理の専門家やコンサルテーションや医師への受診を拒否する児童生徒にどのように対応する

かが課題であった。これまでは、研究所が受診機関を指定して行ってもらうという方法をとって

いたが、2016 年以降は、学校へ出かけてコンサルテーションを行うことが重点化された。日本

や韓国に限らず世界に精神科を受診することに対するハードルは高い。多くの保護者が、精神科

を受診したことが記録として残り、そのことが今後の進学や就職に影響するのではないかと懸念

している。しかし、実際には精神科の受診歴は記録にのこることはない。そのことをもっと広く

知ってもらうことによって、積極的に精神科の受診するように働きかけている。

　研究所は教師教育も行っている。教師教育を行うことによって、教員が危険群の子供たちやそ

の保護者への対応の仕方の理解が深まった。そのため、学校が危険群の子供たちの支援を行うた

めに、研究所に申し込みを行うようになった。研究所は申し込みがあると精神科医を派遣するシ

ステムとなっている。

　危険群の子供たちの支援は、学校、教員、保護者がチームとなって取り組む。その中でも一番

重要な役割を担うのが教員である。対象となる子供は、複雑な事情を抱えているため、地域の福

祉関係機関と連携することが重要である。危険群と判断された子供は、定期的にモニタリングす

ることになっている。

　韓国では全ての校長・教員が自殺予防に関する研修を受けることが義務付けられている。また、

学校は全ての学生に対して、自殺に関する授業を 4 時間行わなくてはならない。授業の内容や実

施の時期については、学校の裁量に任されている。

　もしも学生の自殺が起きた場合は、学校は、原因を徹底的に調査し、教育府へ報告する義務が

ある。

　韓国では、カカオ、ラインなどの SNS を用いて自殺相談を行っている。学生は、対面式の相

談を好まないため、この方法が主流になってきている。1 日平均 200 人以上の相談があり、相

談には専門の相談士が対応する。相談士は常勤の者もいれば、ボランティア（応募者多い）の方

もいる。ボランティアは一定の研修を受けなければ相談業務を行うことができない。相談するに

あたり、個人情報の入力は必要としない。しかしながら、緊急をようすると判断された場合（「今、

屋上です」などの書き込みがあった場合）、相談士は居場所を聞き出し、緊急出動する体制（近

くの警察に連絡をするなど）をとっている。

　韓国の全ての小中学校には、学校暴力（いじめも含む）担当している学校警察官（School 

police）が常駐している。学校警察官がいじめの相談にのることもある。また、学校警察官は、

SNS などサイバーによるいじめの対応も行っている。もしも、学校で暴力やいじめが発覚した場

合、被害者、加害者、そしてそれぞれの保護者を交えて学校裁判のようなことが行われる。ここ
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で有罪と認められた子供は、生活記録として暴力やいじめを行った経歴が公的な文書に残る。そ

のため、学校裁判の判断に不服がある場合は、本物の裁判で争われることも多い。
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「SOSの出し方教育」の実践とその検討
― 理論と実践を往還し続ける教師 ―

井門　正美＊1・梅村　武仁＊2・川俣　智路＊3

１．問　題

　日本では自殺者数の増減率は、全体に減少傾向にあるのに対して、19歳以下の年代のみ減少が認め
られない。文部科学省の自殺予防に関する検討委員会では、教師向けの自殺予防プログラムを公表す
るなど対策を実施してきたが、自殺という繊細な問題を取り扱うことに対する教員の不安感、保護者
にプログラム実施の了承をとることが難しい、等の課題が存在し、文部科学省と厚生労働省によると
自殺予防教育プログラムの実施率は1.8％に留まっている1)。
　文部科学省と厚生労働省による平成30年１月の「児童生徒の自殺予防に向けた困難な事態、強い心
理的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に付ける等のための教育の推進について（通知）」
では、こうした状況を踏まえより学校において実施することが容易い「SOSの出し方に関する教育」
の推進が提唱されている。「SOSの出し方に関する教育」はこれまでも各教科の中で実施されている
が、今後は地域のリソースとも連携しながら定期的に実施されることが望まれている。

２．研究目的

　本研究の目的は、「SOSの出し方に関する教育」の授業を実践し、その効果について質的、量的に
検討することである。そして、学校現場で実施することが可能な「SOSの出し方に関する教育」の授
業実践について検討したい。

３．研究方法

３－１．授業実践の内容
　授業実践は、１時間で実施することを前提として、自尊感情に働きかけるワークと、SOSの出し方
を教えるレクチャーの２つの内容から構成した。これはSOSの出し方に関する教育に取り組んでいる
東京都足立区の方針を参考にしている。自尊感情に働きかけるワークは、近藤2)、望月3)の内容を参
照し、映画「つみきのいえ」4)を用いて共有体験を思い起こすワークを実施した。前掲の近藤は体験
と感情を共有することで形成されていく無条件の感情である基本的自尊感情を育むためには、他人と
感情や経験を共有する「共有体験」が重要であると述べており、このワークはその知見に基づいてい

北海道教育大学大学院高度教職実践専攻研究紀要　第９号

特集

─────────────────────
＊1北海道教育大学大学院教育学研究科高度教職実践専攻（教職大学院）
＊2北海道教育大学大学院教育学研究科高度教職実践専攻（教職大学院）
＊3北海道教育大学大学院教育学研究科高度教職実践専攻（教職大学院）

２．「SOSの出し方教育」の実践とその検討 －理論と実践を往還し続ける教師－」
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る。
　SOSの出し方に関するレクチャーは、東京都が発行している「SOSの出し方に関する教育を推進す
るための指導資料」5)と足立区の取り組みを参照しつつ6)、基本的なメンタルヘルスの心理教育の内容
を参照しながら作成した。授業実践の主な流れは以下の通りである。また末尾の資料１は当日に配付
した資料、資料２は本授業実践の指導案である。

　　①　プレアンケート（５分）
　　　・自己肯定感を測る質問紙、SOSの出し方に関する知識を測る質問
　　②　イントロダクション：いのちの大切さ（５分）
　　③　自分の良いところ探し（体験、自己肯定感に働きかけ）（20分）
　　　・映画「つみきのいえ」を利用した共有体験を振り返るワーク
　　④　メンタルヘルスとその対処（説明・体験）（15分）
　　　・ワーク：人は誰でも落ち込む（資料：出来事のストレス評価）
　　　・落ち込んだときどうするか？、落ち込んだ人を見たときどうする？
　　⑤　ポストアンケート（５分）
　　　・自己肯定感を測る質問紙
　　　・SOSの出し方に関する知識を測る質問

３－２．授業効果の測定
　授業前後の参加者の変化を測定するため、近藤2)が開発した自尊感情の測定尺度「そばセット
（SOBA-SET）」を使用し社会的自尊感情（SOSE）と基本的自尊感情（BASE）を実践の前後で測
定した（それぞれの内容は表１を参照）。
　さらにSOSの出し方に関する心理教育が定着したかを確認するために「19．誰でもこころの調子が
悪くなる可能性があると思います」「20．こころの調子が悪くなっても、助けを求めることができれ
ば回復することができると思います」「21．まわりの人の調子が悪くなったとき、自分にできること
はあまりないと思いますA、21．こころの調子が悪くなったとき、学校にいる大人はもちろん、保健
師さんなど地域の信頼できる大人に相談することも有効だと思いますB」など心理教育の内容に則し
た３つの質問（３問目はＢ中学校がA、Ｃ中学校とＤ中学校がBを用いた）を４件法（とてもそう思
う、そう思う、そう思わない、全然そう思わない）で実践前後に調査した。

　また、授業実践終了後には自由記述によるアンケート調査も並行して実施し、その記述内容につい
ても分析を実施した。

表１　社会的自尊感情と基本的自尊感情の説明（近藤（2013）を参照し作成）

社会的自尊感情（SOSE） 基本的自尊感情（BASE）

・ 認められ、見つめられることによって膨らむ。熱
気球のように。

・他者との比較による相対的な優劣による感情

・ 体験と感情を共有することの繰り返しで形成。和
紙を重ねていくように。

・比較ではなく絶対的な無条件の感情。
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３－３．調査協力校、調査同意について
　授業実践はＡ市の市立Ｂ中学校の１学年127名、Ｃ中学校の２学年113名、Ｄ中学校２学年33名を対
象に、筆者らが授業者として実施した。参加者には事前に担任教員から「SOSの出し方に関する教育」
の出前授業があることが伝えられ参加の同意を得ている。
　なおＤ中学校の実践時には地域の保健師に出席を依頼し、保健師が授業実践の中で簡単に相談先の
紹介を実施した。これは、地域の信頼できる大人の存在を強調することが重要であるとする足立区の
実践を参照し実践したものである。

４．結　果

４－１．質問紙の結果
　３つの実践前の社会的自尊感情SOSE項目への有効回答数が211名、実践後の社会的自尊感情SOSE
項目への有効回答数が232名、実践前の基本的自尊感情BASE項目への有効回答数が218名、実践後の
基本的自尊感情BASE項目への有効回答数が233名であった。有効回答数が異なる理由は、そばセッ
トにより回答の信頼性が低いと判断された質問紙、および無回答のものを除外したためである。
　社会的自尊感情SOSEの平均値は実施前が15.02点、実施後が15.06点となりほとんど変化は見られな
かった。基本的自尊感情BASEの平均値は実施前が19.99点、実施後が20.25点となりほとんど変化は
見られなかった。
　SOSの出し方についての知識が定着したかについて、実践前後で回答傾向に差があるかどうかカイ
二乗分析実施した。質問19は実践前が220名回答し実践後が236名回答、質問20は実践前が221名回答
し実践後が237名回答した。質問21Aは実践前が106名回答し実践後が113名回答、質問21Bは実践前
が114名回答し実践後が124名回答した。
　その結果、質問19は図１のような結果となり実践後に「とてもそう思う」が増加したものの、有意
な差は見られなかった（χ2（3，N＝456）＝3.03，n.s.）。質問20に関して、図２のように「とてもそう
思う」と答えた生徒が１％水準で有意に増加していた（χ2（3，N＝458）＝16.48，p＜.01）。また質問
21Bに関しては、図３のように「とてもそう思う」と答えた生徒が増加しており、10％水準で有意な

図１　質問19の実践前後の回答の推移　
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増加傾向が見られた（χ2（3，N＝238）＝6.32，p＜.10）。したがって、今回の授業実践において目的と
していたSOSの出し方に関する知識を生徒は一定程度習得することができていることが示唆された。

４－２．自由記述調査の結果
　実践後の質問紙では「今日の講座で新しく学んだこと、印象に残ったことがあったら教えてくださ
い」という設問で自由記述式で回答を求めた。87名の生徒から、「辛いときもまわりの人に相談すれ
ば、少し心がかるくなることを知った」、「命は大切だと知った」、「何かあったら相談することが大切
だと思った」、「今日の講座でSOSの時の対処方法とかがわかったので良かったです。」、「そうだんで
きるところがあんなにあるとはおもなかった」といった講座の目的を理解できたという内容の感想が
記入されており、一定の成果を挙げたといえるものであった。
　またＤ中学校の生徒の自由記述欄では、複数の生徒が「学校の先生以外に保健師さんという人がい
ることを初めて知った」「保健師さんに相談できることを知った」といった、保健師が参加したこと

図２　質問20の実践前後の回答の推移

図３　質問21Bの実践前後の回答の推移
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について記述した。これは、授業実践者だけではなく、地域のリソースとなる役割の人間が参加した
方がより授業実践が効果的であることを示唆しているとも考えられるだろう。

５．考　察

　「SOSの出し方教育」の授業実践について、直接的に自己肯定感を高める機能は確認されなかった
ものの、授業実践により生徒がSOSの出し方についての理解度が向上することが示唆された。また、
地域の支援に関わる役割の人間が参加することにより、よりその理解が具体的になりよい影響がある
ことも推測された。
　今後はより多くの地域で授業実践を展開し、教材のバリエーション、進め方などについてより精査
し、広く実施可能な授業実践として質の向上を目指したい。

※本研究は厚生労働科学研究費政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）「地域の実情に応じ
た自殺対策推進のための包括的支援モデルの構築と展開方策に関する研究（研究代表者：本橋豊）」
の助成を受けている
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２０１９年３月５日 

「命の教育 ２０１９」 シンポジウム 

苦痛の表明が死であってはならない 

稲葉浩一 （北海道教育大学 教職大学院(旭川校) 准教授） 

子どもの自殺の実態と「イメージ」 

（伊藤,2014,p.23） 

（伊藤（同書）,p.23） 

３．稲葉発表関連資料
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教育委員会「いじめがイコール自殺につながった、という

ふうなことの因果関係については、これは判断ができな

いと、こういうふうに申し上げておるのです」 

コメンテーター「だってもう本当に自分たちが友達の死を

止められなかったっていうことで、ある種の贖罪のような

気持ちでね、ひょっとしたら勇気を出して記名したのかも

しれないのに、それをね、アンケートイコール事実ではな

いですとかね、あるいはいじめイコール自殺ではないで

すとか、そういうことを臆面もなくね記者会見でああいう

ような顔で言ってるひとたちに本当に無性に腹が立ちま

すね」

（2012年7月5日「モーニングバード」） 

「いじめ＝自殺」という病理 
「そもそも、いじめといじめ自殺は別の現象である。私たちは、子どもがいじめを理由に自殺するのを当然のように

思っているが、いじめと自殺は自動的には繋がらない。いじめられていて苦しくないはずはないが、いじめられてい

ることと、その苦しみのために自ら命を絶つ行為の間には、途方もない距離や飛躍がある。」 
「いじめ自殺とは、いじめによって『殺された』のではなく、あくまで自分で『選んだ』行為である。ただ、そこで『選ん

だ』というのは、本人が一人で選んだというより、社会によって選ばされた、選ぶように仕向けられた、という面があ

ることが重要である。80年代以降、私たちの社会は、いじめられたら自殺する、という選択肢や考え方を持ってし

まった。いじめが子どもの自殺の『正当な』理由として加わってしまい、いじめられていたら死んでも仕方がない、そ

れどころか、死ぬのが当然、とすら考えるような社会になったのである。」(伊藤,2007,p.86) 

苦痛の表明としての自死 
・自殺志願者（１１歳、１９７８年）の手記

「わたし自殺を考えているんです。小学四年の時から仲間はずれになったような気がして。勉強のグループでも一人

だけ取り残されてしまった。（中略）死んじゃいけないという声も自分の中から聞こえてくるんですけど、やっぱり死ん

でしまいたい。何も好きなものはなく、頭もあまりよくないし…」 
「ここでまず気がつくのは、『いじめ』と『同じ』ように思える＜出来事＞が、それだけでは自殺の原因として不十分で

あることがみてとれることである。（中略）言い換えれば、『“いじめ”はそれだけでは自殺に値しない（しなかった）』。」

（間山,2000,p.150） 

・Ｓ君事件の遺書（1986年）

「家の人へ、そして友達へ。突然姿を消して申し訳ありません。くわしいことについてはAとかBとかにきけばわかると

思う。俺だって、まだ死にたくない。だけどこのままじゃ「生きジゴク」になっちゃうよ。ただ俺が死んだからって他のヤツ

が犠牲になったんじゃいみないじゃないか。だからもう君達もバカな事をするのはやめてくれ、最後のお願いだ。」 

「そもそも何が『わかる』というのか。それは『自分が死ぬほど苦しんでいること』だったのではないか。『俺だってまだ
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死にたくない』、しかし、死ぬことによってしか『死ぬほど苦しんでいること』を証明できないのだからしょうがない、と言

っているように思える。そして、実際に死んで『死ぬほど苦しんでいること』を証明できたいま、『ＡとかＢとかにきけば

わかる』と思えるのだし、実際、そのとおりになった」（山本,1996,p.80） 

・１９９３年・中学３年生の遺書

「                」

「いじめ苦」を「死」に向かわせているのは？ 
「しかしここで重要なことは、『いじめは死に値する』と考えるのは主観の問題ではなく、徹底して『文化（＝制度化さ

れた物語）』の問題であるということだ。なぜそう断言できるかと言えば、１９８０年代前半までの日本社会には、『いじ

め』という自殺動機は『制度化された動機の語彙』としては存在しなかったからである。」（北澤,2015,p.29） 

「そもそも、『いじめ』が社会問題となった契機は、『いじめ』が死と結びついたからであるということも繰り返し指摘され

てきたことである（山本 1996ほか）。しかし重要なことは、『だから自殺の原因であるいじめをなくそう』という主張に

はならないということだ。むしろ、『いじめをなくせ』という主張こそが、その意図せざる機能として『いじめは死に値す

る苦しみである』とする認識（＝いじめ物語）を拡大再生産してきたように思われてならない。それゆえ、『いじめ』に

ついての問いの立て方を変更する必要があるのであり、『「いじめ」は「いじめ自殺」の原因ではない』し、『「いじめ」

をなくすことと「いじめ自殺」をなくすこととはまったく別事件の問題である』ということを説得的に主張できなければな

らない」（北澤（同書）,pp.29-30.） 

「言い換えれば、『いじめ→自殺』という繋がりを認めてはならないのだ。しかし実際に私たちが行っているのは、この

繋がりを再確認し、強化するようなことばかりである。」 
「いじめ自殺の報道の問題も、この文脈で考えることができる。（中略）いじめられている子どもがこれを見聞きする

と、自殺は報復や改善や救済に繋がる『適切な行為』だと思ってしまう。『死ぬな』というメッセージの多くも、善意で

言っているとはいえ、結局のところ自殺の『効果』を認めてしまっており、背中を押す場合が少なくないだろう。死に

たいという気持ちを『わかって』あげてはならないのだ。」（伊藤,2007,pp.86-91.） 
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北海道教育大学教職大学院における
「命の教育プロジェクト」

－SOSの出し方教育を中心に－

井門正美(北海道教育大学教職大学院教授・院長)
梅村武仁(北海道教育大学教職大学院特任教授)
川俣智路(北海道教育大学教職大学院准教授)

年２月 日 文部科学省
「児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議」ヒアリング発表資料の一部抜粋

韓国調査での「命の教育プロジェクト」に関する紹介資料
調査メンバー 井門正美、橋本忠和、杉本任士

１．はじめに

今日，学校関係者の様々な努力にもかかわらず，児童生徒の自尊感
情の低さ，他者への思いやりや倫理観の欠如が問題視されている．いじ
め，虐待やDV，自殺など，命に関わる問題が社会基盤を揺るがす大き
な問題となっている．こうした状況に鑑み，北海道教育大学教職大学院
では，2016年度より「命の教育プロジェクト」を開始した．北海道教育大
学では，本プロジェクト以前にも「いのちを大切にする教育」(2012年度
～)を推進してきたが，新プロジェクトでは，教職大学院としての組織的教
育実践研究として取り組んでおり，特に自殺総合対策推進センター(本橋
豊センター長)との連携を図り，北海道のみならず全国的な動向を見据え
つつ教育実践と研究を推進している点に特色がある．

１．「命の教育プロジェクト」紹介(日本語版)



２．命の教育プロジェクトの６つの柱
本プロジェクトでは，上記目標を達成するために，主要な教育実践研究につい

て，現在，次のように６つの柱を設定し取り組んでいる．

①人間形成と成長の基盤となる教育として，「心を育てる読書教育」
②日々の悩みや人間関係の軋轢等から自身を解放する「ストレスマネジメント教

育」
③苦難やストレスに耐え立ち向かう「レジリエンス教育」
④保健衛生に留意し健康被害を避け，体づくりや健康を促進する「健康教育」
⑤危険から身を守る「安全教育」
⑥自殺者を一人でも減少させる人間関係や社会基盤づくりを推進する「自殺総

合対策」

以上を，教職大学院講や教員免許状更新講習等，本院の教育研究活動に組
み込んでいる.

３．2018年度の主要実践と行事・事業等
(1) 「SOSの出し方教育」実践－「SOSの出し方を学ぼう」－

現在，若者の自殺総合対策の重要な教育として，厚生労働省と文部科
学省は「SOSの出し方に関する教育」を掲げ推進している.東京都足立区
が先進事例を公開しているが，われわれも北海道において実践している.

☛ この教育について、韓国訪問調査では紹介します。

(2) 「命の教育Yes/Noカード学習」－ホームページ上－
６つの柱に当たる内容「ストレスマネジメント教育」「レジリエンス教育」

「健康教育」「安全教育」「SOSの出し方・気づき方」「自殺総合対策」をクイ
ズにして，現在70問を作成.

(3)「命の教育プロジェクト2019－SOSの出し方・気づき方－」(2019年3月6日)
児童・生徒・若者が困った時や苦しい時に「 を発信」できるこ

と，また周囲の人がそれを素速く気づくことができるようにすること
を目標として開催する． 韓国への自殺対策調査を含む 同年 月 日～ 月 日



(4)「命の教育プロジェクト」ホームページでの成果公開
本プロジェクトの実践や行事・事業等については，随時，成果の

公開をホームページで行っている．

予告



(1)授業実践 １時限(45分～50分)で実施
内容構成
①自尊感情を高める「共有体験」に関するステージ
②SOSの出し方を教えるステージ

(2)実践の評価

近藤卓が開発した自尊感情の測定尺度に，調査の観点として必要な項目として，「誰でもここ
ろの調子が悪くなる可能性があると思います」「こころの調子が悪くなっても，助けを求めることが
できれば回復することができると思います」「まわりの人の心の調子が悪くなったとき，自分にでき
ることはあまりないと思います」の３つを加えて実施した. また，生徒には授業に対する記述をし
てもらった．

②実践者による実践省察－ビデオ録画等の活用

①アンケート調査による評価 「そばセット(SOBA-SET) 」

授業実践については，録画を行った．実践者による事前・事後討議を重ね，映像を確認したり，
学習者のアンケート記述なども踏まえて，教材や授業改善を図る．

４．「SOSの出し方を学ぼう」の授業実践

(1)授業実践－スライド紹介－

授業実践者 北海道教育大学教職大学院(札幌校) 井門正美，梅村武仁，川俣智路



♦;•毎年楽しみにしている1枚の年賀状

♦：•知識を学ぶことの意味

❖ DVD「つみきの家」を

見て、自分の「共有体
験」を振り返ってみよう

•: ・ビデオを見ての感想はありますか？また、ビデオの

内容からどんなことを思い出しましたか？思いつく
ままに、↓の余白に書いてみましょう。

＊「共有体験」とは、他人と経験や感情を共有するこ
とのことです。家での生活、学校生活、部活、学習
塾、色々なところで人間は「共有体験」を重ねてい
ます。

❖ この「共有体験」は自分がかけがえのない存在であ
る（自己肯定感と言います）という思いを強くします

-� ・人生で戸惑いや困難と向き合ったときに、この自己

肯定感が、あなたを勇気づけてくれるのです。
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·� ・通常のストレス状態を50点としたとき、つぎの出来
事のストレスは何点だと思いますか？頃目 200眩参昭J

・テストを受ける

・友だちと喧嘩する

・大学入試

・失恋する

・大きなけがや病気

•! ・通常のストレス状態を50点としたとき、つぎの出来
事のストレスは何点だと思いますか？直目 2008を参即

・テストを受ける58点

・友だちと喧嘩する59点

・大学入試65点

・失恋する68点

・大きなけがや病気 69点

・置匿一

❖ 深呼吸をする、運動をする

•! ・好きなことをする、 いらいらを発散する

．：•朝、起きるのがつらい／いつも疲れている

．：•いろいろなことがうまくいか ない 、楽しくない…

•：•でも一番良いのは？

❖ 自分に自信が持て なくなる

＊ほかの人と比較して悲しくなってしまう

❖ ほかの人に迷惑をか けて いる気がする

IP-I---
ふ相談するところから始めれば、か ならず回復します

6





電話による相談先SNSによる相談先(本発表では名称のみ)

・ チャイルドライン
・ いのちの電話
・ こころの健康相談統一ダイヤル
・ 子どもの人権１１０番

・ 一般社団法人 社会的包摂サポートセンター
・ 特定非営利活動法人 BONDプロジェクト
・ 特定非営利活動法人 地域生活支援ネットワークサロン
・ 特定非営利活動法人OVA
・ 特定非営利活動法人 チャイルドライン支援センタ－
・ 一般社団法人 日本いのちの電話連盟

・ 24時間子供SOSダイヤル
・ 法務局・地方法務局 子どもの人権110番
・ 都道府県警察の少年相談窓口
・ 児童相談所全国共通ダイヤル
・ 一般社団法人日本いのちの電話連盟



(2)実践の評価

授業前後の参加者の変化を測定するため，近藤(2013)が開発した自尊感情の測定尺度「そばセット（SOBA-SET）」を
使用し社会的自尊感情（SOSE）と基本的自尊感情（BASE）を実践の前後で測定した（それぞれの内容は表1を参照）.

さらにSOSの出し方に関する心理教育が定着したかを確認するために「19．誰でもこころの調子が悪くなる可能性があ
ると思います」「20．ころの調子が悪くなっても，助けを求めることができれば回復することができると思います」「21．まわ
りの人の調子が悪くなったとき，自分にできることはあまりないと思います（A)，21．こころの調子が悪くなったとき，学校
にいる大人はもちろん，保健師さんなど地域の信頼できる大人に相談することも有効だと思います（B)」など心理教育の
内容に則した３つの質問（３問目はB中学校が（A)，C中学校とD中学校が（B）を用いた）を４件法（とてもそう思う，そう思
う，そう思わない，全然そう思わない）で実践前後に調査した.

社会的自尊感情（ 基本的自尊感情（

• 認められ，見つめられることによって膨
らむ熱気球のように

• 他者との比較による相対的な優劣による
感情

• 体験と感情を共有することの繰り返しで
形成和紙を重ねていくように

• 比較ではなく絶対的な無条件の感情

表１ 社会的自尊感情と基本的自尊感情の説明（近藤(2013)を参照し作成）

①統計的調査結果

授業「SOSの出し方を学ぼう」実施後に，皆さ
んにご協力いただきたいアンケートがあります.こ
のアンケートは，授業「SOSの出し方を学ぼう」が
どれぐらいの成果を挙げたかどうかを確認するた
めのアンケートです.アンケートは任意で，5分程
度かかるものです.
このアンケートの結果は厳重に管理され，結果
は数値で集計されるため，記入した個人が特定
されることはありません.結果は数値データを学校
名が伏せられた状態で，学会，学術雑誌，研究グ
ループのWebサイトに公表する予定です.ご協力
いただける場合には，以下の質問項目にご回答
ください.よろしくお願いします.

「SOSの出し方を学ぼう」に関わるアンケートのお願い
北海道教育大学教職大学院
命の教育プロジェクト研究グループ

アンケート用紙の質問項目



授業実践はＡ市の市立Ｂ中学校の１学年127名，C中学校の２学年113名，D中学校２学年33名を対象に，
筆者らが授業者として実施した.参加者には事前に担任教員から「SOSの出し方に関する教育」の出前授業
があることが伝えられ参加の同意を得ている.

なおD中学校の実践時には地域の保健師に出席を依頼し，保健師が授業実践の中で簡単に相談先の紹
介を実施した.これは，地域の信頼できる大人の存在を強調することが重要であるとする足立区の実践を参
照し実践したものである.

３つの実践前の社会的自尊感情SOSE項目への有効回答数が211名，実践後の社会的自尊感情SOSE
項目への有効回答数が232名，実践前の基本的自尊感情BASE項目への有効回答数が218名，実践後の
基本的自尊感情BASE項目への有効回答数が233名であった.有効回答数が異なる理由は，そばセットによ
り回答の信頼性が低いと判断された質問紙を，および無回答のものを除外したためである.

社会的自尊感情SOSEの平均値は実施前が15.02点，実施後が15.06点となりほとんど変化は見られな
かった.基本的自尊感情BASEの平均値は実施前が19.99点，実施後が20.25点となりほとんど変化は見られ
なかった.

SOSの出し方についての知識が定着したかについて，実践前後で回答傾向に差があるかどうかカイ二乗
分析実施した.質問19は実践前が220名回答し実践後が236名回答，質問20は実践前が221名回答し実践後
が237名回答した.質問21(A)は実践前が106名回答し実践後が113名回答，質問21(B)は実践前が114名回
答し実践後が124名回答した.

質問19は図１のような結果となり実践後
に「とてもそう思う」が増加したものの，
有意な差は見られなかった（χ2 (3, 
N=456)= 3.03, n.s. ）.

質問21(B)に関しては，図3のように「とて
もそう思う」と答えた生徒が増加しており，
10％水準で有意な増加傾向が見られた
（χ2 (3, N=238)=6.32, p<.10 ）.したがって，
今回の授業実践において目的としてい
たＳＯＳの出し方に関する知識を生徒は
一定程度習得することができていること
が示唆された.

質問20に関して，図２のように「とてもそ
う思う」と答えた生徒が1％水準で有意
に増加していた（χ2 (3, N=458)=16.48, 
p<.01 ）.質問20に関して，図２のように
「とてもそう思う」と答えた生徒が1％水
準で有意に増加していた（χ2 (3, 
N=458)=16.48, p<.01 ）.



質問紙では「今日の講座で新しく学んだこと，印象に残ったことがあったら教えてください」という設問で自
由記述式で回答を求めた.87名の生徒から，「辛いときもまわりの人に相談すれば，少し心がかるくなること
を知った」，「命は大切だと知った」，「何かあったら相談することが大切だと思った」，「今日の講座でSOSの
時の対処方法とかがわかったので良かったです.」，「そうだんできるところがあんなにあるとはおもわたかっ
た」といった講座の目的を理解できたという内容の感想が記入されており，一定の成果を挙げたといえるも
のであった.

またD中学校の生徒の自由記述欄では，複数の生徒が「学校の先生以外に保健師さんという人がいるこ
とを初めて知った」「保健師さんに相談できることを知った」といった，保健師が参加したことについて記述し
た.これは，授業実践者だけではなく，地域のリソースとなる役割の人間が参加した方がより授業実践が効
果的であることを示唆しているとも考えられる.

②記述に関す分析

「ＳＯＳの出し方教育」の授業実践について、直接的に自己肯定感を高める機能は確認されなかったもの
の、授業実践により生徒がＳＯＳの出し方についての理解度が向上することが示唆された.また、地域の支
援に関わる役割の人間が参加することにより、よりその理解が具体的になりよい影響があることも推測され
た.

現在，共有体験の教材として「つみきのいえ」を使っているが、街が海面の上昇で埋まっていくストーリー
である．そのため，「父の実家が津波で流された」といった発言をした生徒がいた．津波の被害を受けた地
域での実践には，本教材は使えないと判断している．目下，別な教材も探しているところである．

今後も継続して，北海道各地で実践する予定であり，我々の教材を使った別な実践者(教師による実践
を促進しようと考えている．

③成果と課題

韓国の皆様と協力し合って、児童生徒や若者
の命を守り、彼らの健やかな成長を促進するた
めの教育・啓発活動を進めたいと思います。
どうぞよろしくお願いいたします。

韓国調査メンバー 井門正美 北海道教育大学教職大学院教授・院長
橋本忠和 北海道教育大学教職大学院教授
杉本任士 北海道教育大学教職大学院准教授

韓国版作成・翻訳者 李在原 シニア・コンサルタント
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다음문장을읽고, 자신의기분에가장알맞은곳에
매우그렇게
생각한다

그렇게
생각한다

매우그렇게
생각하지않는다

그렇게생각하지
않는다

오늘강좌에서새롭게배운것, 인상에남은것이있다면알려주세요.

대부분의친구들이나를좋아한다고생각합니다.

자연은소중하다고생각합니다.

운동은잘하는편이라고생각합니다.

나는살아있어도괜찮다고생각합니다.

거짓말은해서는안되는것이라고생각합니다.

다른사람보다머리가나쁘다고생각합니다.

다른사람보다운동을못한다고생각합니다.

잘못했을때는사과를해야한다고생각합니다.

무엇인가실패했을때, 나는 안된다고생각합니다.

나는이대로는안된다고생가합니다.

규칙은지켜야만한다고생각합니다.

친구가적다고생각합니다.

예의는중요하다고생각합니다.

다른사람보다공부를잘한다고생각합니다.

가끔나는안된다는생각을합니다.

건강은중요하다고생각합니다.

태어나서다행이라고생각합니다.

누구라도마음의상태가안좋아질가능성이있다고생각합니다.

마음의상태가나빠지더라도도음을요청할수있다면회복할수있다고
생각합니다.

마음의상태가나빠졌을때, 학교에있는어른들은물론이고보건사등
지역에신뢰할수있는어른에게상담하는것은효과적이라고생각합니다.

나에게는장점도단점도있다고생각합니다.



Q19. 누구라도마음의상태가
나빠질가능성이있다고
생각합니다.

Q20. 마음의상태가나빠지더라도, 
도움을요청할수있다면회복할수
있다고생각합니다.

Q21(B). 마음의상태가나빠졌을
때, 학교에있는어른은물론, 
지역의신뢰할수있는어른에
상담하는것도효과적이라고
생각합니다.
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